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訪問系サービスの改正（居挭介護・重২訪問介護）

○ 障害支援区分６の匏用者に対して、病院、൧探所、介護ഠ人保健施設、介護挨探院及び助産所への入院中にコミュニケーション
支援等を提供することを評価する。

（重২訪問介護）病院等に入院中の支援の評価

○ 障害支援区分６の匏用者に対して、重২訪問介護事業者が新規に採用したヘルパーが支援をষう場合に、当該匏用者の支援に熟練し
たヘルパーが同ষして支援をষうことを評価する。（支給決定が必要、新規採用従業者ごとに120時間以内）

（重২訪問介護）意思Ⴇ通が൑挚な匏用者等への同ষ支援の評価

入院中の基本報酬は、入院中以外と同様※とする。
入院中以外 入院中

1時間未満 184単位 184単位
1時間以上1時間30分未満 274単位 274単位

※ᙴᮽ吸引等支援体制加算の算定は勘可。
※90日以ఋの匏用は所定単位数の20％を減算

・新規採用ヘルパー：匏用者への支援が１ফ以上となることがৄ込まれる者で、原則として採用６ヶ月以内の従業者。
・熟練ヘルパー：当該匏用者の障がい特性を৶解し適卲な介護が提供できる者であり、匏用者から十分な評価がある従業者。

２人の重২訪問ヘルパーによりষった場合の加算（移動介護も同様）
イ 障害者等の身体的৶厩により１人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合、各ヘルパーがষう重২訪問介護サービス費を算定。（従来の加算）
ロ 区分６の匏用者に対して新規採用ヘルパーが支援をষう場合に、熟練ヘルパーが同ষして支援をষった場合、各ヘルパーがষう重২訪問介護サービス費の
100分の85を算定。（算定開始から120時間に限る）（新設）

○ 居挭介護事業者が所在する建物と同一建物等に居住する匏用者又は同一建物に居住する一定数以上の匏用者に対してサービス提供す
る場合の評価を適正化する。

（居挭介護）事業所と同一厼匵等の居住者ྼは１णの厼匵内の匏用者が一定数以上の場合の減算

【新設】 ① 事業所と同一敷地内又はๆ接する敷地内に所在する建物に居住する者（③に該当する場合を除く）
② ①以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する匏用者の人数が１月あたり20人以上の場合）
③ ①の建物のうち、当該建物に居住する匏用者の人数が１月あたり50人以上の場合

①② ⇒10％減算
③ ⇒15％減算

○ サービス提供責任者の質の向上のため、暫定的取扱いである「居挭介護職員初任者研修修വ者であって、３ফ以上介護等の業務に従
事した者」をサービス提供責任者として配置し、作成した居挭介護計画に基づいて居挭介護をষう場合に減算する。（10％減算）

（居挭介護）サービス提供責任者の要件の改正（初任者研修修വ者を配置している場合の減算）

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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訪問系サービスの改正（同ষ援護）

○ 同ষ援護は、外出する匶に必要な援助をষうことを基本とすることから、「身体介護を伴う」と「身体介護を伴わない」の分類を廃
止し、基本報酬を一本化。

基本報酬の一本化

【現ষ】 身体介護を伴う場合 伴わない場合
30分以上１時間未満 405単位 199単位

【ৄ直し後】 （身体介護を伴う分類の廃止）
30分以上１時間未満 290単位

※ これに加え、盲ろう者や重২の障がい者への支援を評価する加算を創設。
※ 支給決定（ಌ新）時に、分類を廃止。（１ফ間の経過措置）

※ 身体介護を伴う場合の障害支援区分２以上の要件を廃止し、支給決定において障害支援区分の判定が勘要となった。
(ただし、区分３以上とৄ込まれる場合は、創設された加算の対象者であるかの確認のため障害支援区分の認定をষう）

○ 盲ろう者（聴覚障がい6級以上）に対して、地域生活支援事業の「盲ろう者通訳・介助員派遣事業」において平成30ফ３月31日まで
に盲ろう者向け通訳・介助員の証明書の交付を受けている者が支援した場合の加算の創設（25％加算）
※ 基本報酬の減算対象者が支援した場合は、10％減算のうえ25％加算

○ 障害支援区分が区分３（20％加算）、区分４以上（40％加算）の匏用者に対して支援した場合の加算の創設。

加算の創設 ※ 一本化された基本報酬に対する加算。

○ 平成30ফ3月31日までの経過措置終വ及び平成30ফ報酬改定により、サービス提供責任者及びヘルパーの要件が以下のとおり改正。

同ষ援護のサービス提供責任者及びヘルパーの要件の改正（経過措置厖വ等）

同ষ援護のサービス提供責任者の要件 … 以下のイ・ロのいずれかの要件を満たす者 ※指定基準解釈通知に規定

同ষ援護ヘルパー（従業者）の要件 … 以下のイعニのいずれかの要件を満たす者 ※報酬告示及び೏意事項通知に規定

イ ①介護福祉士 ②実務者研修修了者 ③旧介護職員基礎研修修了者
④旧１級ヘルパー（旧居宅介護従業者養成研修１級課程修了者）

⑤居宅介護職員初任者研修修了者（旧２級ヘルパー）で、３年以上介護等業務の従事経験者
⑥看護師・准看護師の資格者

同行援護従業者養成研修（応用課程）修了者

ロ 国立障害者リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科修了者等

イ 同行援護従業者養成研修（一般課程）修了者

ロ 盲ろう者向け通訳・介助員（平成30年3月31日までに盲ろう者向け通訳介助員の証明書の交付を受け、従事経験がある者）
（※2021年3月31日までの暫定的な措置、10％減算）

ハ 居宅介護従業者の要件を満たす者（旧3級ヘルパーは10％減算） 視覚障がい者の福祉に関する事業（直接処遇）に１年以上従事経験者

ニ 国立障害者リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科修了者等

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

(サービス提供責任者の暫定的取扱いであった、「平成23ফ9月末に現に地域生活支援事業の移動支援に３ফ間従事経験者」は経過措置終വにより廃止。)
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訪問系サービスの改正（ষ動援護、その他）
支援計画シート等が未作成の場合の減算に係る経過措置の廃止（ষ動援護）

○ ষ動援護従業者養成研修を修വしたものとみなす経過措置について、研修修വ者の養成状況等を踏まえ、３ফ間（2021ফ3月31日
まで）భশする。

ষ動援護のサービス提供責任者及びヘルパーの要件の経過措置のభশ（ষ動援護）

ষ動援護のサービス提供責任者の要件 ※指定基準解釈通知に規定

ষ動援護ヘルパー（従業者）の要件 ※指定基準解釈通知に規定

行動援護従業者養成研修課程修了者 又は
強度行動障害支援者養成研修(基礎研修及び実践研修)修了者

知的障がい児者又は精神障がい者の直接支援業務に３年以上
の従事経験者

介護福祉士等の居宅介護のサービス提供責任者要件を満たす者で、知的障がい児者又は精神障がい者の直接支援業務に５年以上従事経験者
（（（（※※※※2021年年年年3月月月月31日までの経過措置）日までの経過措置）日までの経過措置）日までの経過措置）

行動援護従業者養成研修課程修了者 又は
強度行動障害支援者養成研修(基礎研修及び実践研修)修了者

知的障がい児者又は精神障がい者の直接支援業務に１年以上
の従事経験者

介護福祉士等の居宅介護のサービス提供責任者要件を満たす者で、知的障がい児者又は精神障がい者の直接支援業務に２年以上従事経験者
（（（（※※※※2021年年年年3月月月月31日までの経過措置）日までの経過措置）日までの経過措置）日までの経過措置）

訪問系サービスの改正

外出時における支援の要件のৄ卟し（重২訪問介護、同ষ援護、ষ動援護）
○ 外出時の支援を「原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限る。」とする規定を廃止する。

※ 個々の障がい者等のニーズ等を勘案して支給決定をষうものであり、１日を超える用務における支援の要否も含めて市町村が
支給決定をষう。

○ 平成27ফ報酬改定で「支援計画シート」及び「支援手ದ書 兼 記録用紙」の作成が必須化されるとともに、未作成の
場合の減算が創設され、平成30ফ3月31日までの経過措置が設定されていたが、経過措置期間が終വしたため、平成
30ফ4月から、支援計画シートが未作成の場合の減算を適用する。（5％減算）

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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訪問系サービスの従業者及びサービス提供責任者の要件
居挭介護 重২訪問介護 同ষ援護 ষ動援護

従業者 サ責 従業者 サ責 従業者 サ責 従業者 サ責
①介護福祉士

○

○

○

○
○

視覚障がいの
実務経験１ফ必要

○
⑧研修受講必要

○（※10）
知的・精神障がいの
実務経験２ফ必要

○（※10）
知的・精神障がいの
実務経験５ফ必要

養
成
研
修
修
了
者

②実務者研修

③(旧)介護職員基礎研修
(旧)１級ヘルパー（※1）
看護師等(※2）

④居挭介護職員初任者研修
介護職員初任者研修
(旧)２級ヘルパー（※1）

○（※9）
実務経験
3ফ必要

○
実務経験
3ফ必要

○
・実務経験３ফ必要
・⑧研修受講必要

○（※10）
・実務経験３ফ必要
・知的・精神障がいの
実務経験５ফ必要

⑤障害者居挭介護従業者基礎研修
(旧)３級ヘルパー（※1）

○
（減算） × ○ △（※4）

○
視覚障がいの

実務経験１ফ必要
（減算）

× × ×

⑥重২訪問介護従業者養成研修 ○（※3） × ○ △（※4） × × × ×

同ষ援護従業者
養成研修

⑦一般
課程 × × × × ○（※5） × × ×

⑧応用
課程 × × × × ○ ○

の要件必要④ع① × ×

⋏ষ動援護従業者養成研修 × × ○ △（※4） × ×
○

知的・精神障がいの
実務経験１ফ必要

○
知的・精神障がいの
実務経験３ফ必要

強২ষ動障害支援者
養成研修

⑩基礎
課程 × × × × × × × ×

⑪実践
課程 × × × × × ×

○
知的・精神障がいの
実務経験１ফ必要

○
知的・精神障がいの
実務経験３ফ必要

⑫盲ろう者向け通訳・介助員 × × × × ○（※6）
（減算） × × ×

⋓国য়障害者リハビリテーショ
ンセンター学院視覚障害学科 × × × × ○ ○ × ×

⑭生活援助従業者研修 ○（※7） × × × × × × ×

⑮(旧)視覚障害者外出介護従業
者養成研修等

△（※8,9）
（減算） × × × △（※8,9）

実務経験１ফ必要 × × ×

⑯平成18ফ3月末における旧法居挭
介護等事業従事経験者

○（※9）
（減算） × × △（※4） × × × ×
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※※１ ③旧１級ヘルパー、④旧２級ヘルパー、⑤旧３級ヘルパーとは、それぞれ廃止前の居挭介護従業者養成研修（１級課程、２級
課程、３級課程）及び訪問介護員（１級課程、２級課程、３級課程）のこと。

※２ ③看護師等（看護師、准看護師、保健師、助産師）は、１級課程又は居挭介護職員初任者研修修വとみなす。
（看護師等が訪問介護等をষう場合において、これまでষっていた介護員養成研修受講免除（修വ証明）の交付手続きは、勘要となりました。）

※３ ⑥の研修修വ者が居挭介護をষう場合、身体障がい者の直接支援経験が必要。（重২訪問介護の報酬単価を適用。）
※４ 重২訪問介護のサービス提供責任者について、やむを得ない場合に相当の知掟と経験を有する者のみ認める。
※５ ⑦同ষ援護養成研修（一般課程）の受講にあたり、愛媛県では、以下の研修修വ者について一部受講免除。

同ষ援護養成研修（一般拙講課程）（代ൿ・代ഭ等のカリキュラム４６ع時間程২）の受講が必要。
� (旧)移動支援従業者養成研修（視覚障害者移動支援従業者養成研修課程）
� 視覚障害者移動支援従事者資質向上研修

※６ ⑫盲ろう者向け通訳・介助員とは、平成30ফ3月31日時点で、地域生活支援事業の盲ろう者向け通訳・介助員養成研修修വ者で、
同事業の「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事経験がある者のこと。
盲ろう者向け通訳・介助員が同ষ援護をষうことができるのは、2021ফ3月31日まで（暫定的な措置）。

※７ ⑭生活援助従業者研修修വ者は、家事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）に限る。
（介護保叁サービスにおけるಌなる人౫の確保の必要性から創設された研修）

※８ ⑮ (旧)視覚障害者外出介護従業者養成研修等とは、以下の研修を指す。
居挭介護は、通院等介助及び通院等拳ఋ介助に限る。
愛媛県では、同ষ援護の従業者は、(旧)視覚障害者外出介護従業者養成研修修വ者のみを対象。

� (旧)視覚障害者外出介護従業者養成研修
� (旧)全身性障害者外出介護従業者養成研修 （居挭介護のみ）
� (旧)知的障害者外出介護従業者養成研修 （居挭介護のみ）

※９ ④の要件を満たすサービス提供責任者（平成30ফ4月から10％減算）、⑮⑯は暫定的な措置であり、次期報酬改定において
廃止を捋ीた検討をষढているので、それऽでの間に他の要件を満たす対応が必要。
（平成30ফ2月9日付け厚生労働匚事務連絡を参照）

※10 ষ動援護のజ業者及びサービス提供責任者は、2021ফ3月31日ऽでに、⋏ষ動援護జ業者養成研修ऽたは⑩⑪強২ষ動障害
支援者養成研修（基礎・実践）の受講が必要。（平成30ফ報酬改定において経過措置期間భশ）

注 釈

訪問系サービスの従業者及びサービス提供責任者の要件
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【障害児向けサービス】
� 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援
� 放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス
� 福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設
� 居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援

【新サービス】

� 看護職員加配加算の創設
一定の基準を満たす挨探的ケア児を受け入れるために看護職員を加配し

ている場合に、新たな加算として評価する。
� 送迎加算の拡充

送迎においてᙴᮽ吸引等の挨探的ケアが必要な場合があることを踏まえ、
手厚い人員配置体制で送迎をষう場合を評価する。

� 挨探連携体制加算の拡充（通所支援のみ）
挨探的ケア児の支援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児

に対してশ時間の支援をষった場合等について、新たに評価する。
� 居挭訪問型児童発達支援の創設【新サービス】

挨探的ケア児等であって、障害児通所支援を匏用するために外出するこ
とが෩しく困難な障害児に対し、居挭を訪問して発達支援をষう。

【夜間対応・レスパイト等】
� 短期入所短期入所短期入所短期入所

� 福祉型強化短期入所サービス費の創設
挨探的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、短期入所の新た

な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護職員
を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
� 生活介護生活介護生活介護生活介護

� 常勤看護職員等配置加算の拡充
挨探的ケア者を受け入れるために看護職員を２名以上配置している場合

を評価する。

【支援の総合調整】
� 計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援
� 障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援

� 要挨探児者支援体制加算の創設
挨探的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が卍められる匏用者を

支援する体制を有している場合を評価する。
� 挨探・保育・卝育機関等連携加算の創設

挨探機関、保育機関等と必要な匞議等をষった上で、サービス等匏用計
画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

挨探的ケア児者に対する支援の充実ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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挨探的ケア者に対する支援の充実等①

○ 挨探的ケアが必要な障害児者の受入れを捑極的に支援するた
め、短期入所の新たな報酬区分として創設。

【人員配置基準】
・ 併設型や空床型は、現ষの取扱いと同様、本体施設の配置基準に準じる。

挨探的ケアが必要な障害児者を受け入れる場合は、看護職員を常勤で１人
以上配置。

・ 単独型は、現ষの区分に加えて、看護職員を常勤で１人以上配置。

※ 判定スコアのいずれかの項目に該当する者が匏用した日に
福祉型強化短期入所サービス費を算定。
（匏用していない日は、福祉型短期入所サービス費を算定）

※ このほか、判定スコア該当者を１名以上受け入れた場合や、
重২な障がい児者を匏用者全体の50％以上受け入れる場合に
支援の負担を評価する加算を創設。

（福祉型強化短期入所サービス費を算定する場合のみ算定可能）

※ 受入体制を強化する場合の評価として、常勤看護職員等
配置加算を創設。

（短期入所）福祉型強化短期入所サービスの創設

○ 福祉型強化短期入所サービス費（Ⅰ）※短期入所のみの場合
・ 区分６ 1,096単位

常勤看護職員等配置加算に、看護職員を複数配置し、判定スコア
の各項目に規定する状態のいずれかに該当する匏用者を１名以上受
け入れている事業所を評価する新たな区分を創設。

※ 判定スコア該当者が匏用した日に加算（Ⅱ）を算定。
（匏用していない日には、加算（Ⅰ）を算定）

（生活介護）常勤看護職員等配置加算の区分追加

○ 常勤看護職員等配置加算（Ⅰ）（従来からの区分）
※ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合

（１）匏用定員が20人以下 28単位／日
○ 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）（新区分）

※ 看護職員が常勤換算で２人以上配置されている場合
（１）匏用定員が20人以下 56単位／日

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

(１) レスピレーター管৶
(２) 気管内挿管、気管卲開
(３) 鼻ድ挓エアウェイ
(４) 酸素吸入
(５) １回／時間以上の頻回の吸引

６回／日以上の頻回の吸引
(６) ネブライザー６回／日以上または継続使用
(７) ＩＶＨ
(８) 経管（経鼻・胃ろう含む）
(９) 腸ろう・腸管栄養
(10) 接続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時)
(11) 継続する透析(໅Ⴭ᪶及を含む）
(12) 定期導ႌ（３／日以上）
(13) 人工肛門

判定スコア

単独型の人員基準 生活支援員 看護職員
福祉型 ６：１ －

福祉型強化 ６：１ 常勤で１人以上

新設 挨探的ケア対応支援加算 120単位／日
新設 重২障害者・障害児対応支援加算 30単位／日

（福祉型強化短期入所サービス費を算定する場合のみ）

新設 常勤看護職員等配置加算 10単位／日ع4
（匏用定員による）

※ 挨探型短期入所は対象外
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○ 緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入所受入加算の算定要件をৄ直し ※緊急短期入所体制確保加算は廃止。

○ 緊急時に定員を超えて受入れた場合には、期間を区卲った上で特捁的に加算（その間、定員超過匏用減算は適用しない）

○ 介護者の急病等で急きょ受け入れる場合、一時的かつ限定的な取扱いとして、サービス提供に支障がない場合、必ずしも居室ではな
くても受入れ可能。

（短期入所）緊急時の受入れ・対応の機能の強化

挨探的ケア者に対する支援の充実等②

○ 要挨探児者支援体制加算の創設
・ 挨探的なケアを要する児童や障害者に対して適卲な計画相談

支援等を実施するため、専門的な知掟及び支援技挘を持つ相談
支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場
合に加算。（35単位／月）

○ 挨探・保育・卝育機関等連携加算の創設
・ サービス匏用支援等の実施時において、障害福祉サービス等

以外の挨探機関、保育機関、卝育機関等の職員と卥談等をষ
い、必要な情報提供を受け匞議等をষった上で、サービス等
匏用計画等を作成した場合に加算。（100単位／月）

（計画相談支援・障害児相談支援）加算の創設
挨探機関との連携等により、外部の看護職員が事業所を訪問して

障害児者に対して看護をষった場合を評価する本加算について、শ
時間支援を評価する区分を設ける。

（短期入所）挨探連携体制加算の拡充

○ 挨探連携体制加算（Ⅰ） 500単位／日（匏用者1人）
○ 挨探連携体制加算（Ⅱ） 250単位／日（2人8ع人）
○ 挨探連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日
○ 挨探連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日

新設 ○ 挨探連携体制加算（Ⅴ） 39単位／日
（看護師による24時間連絡体制等）

新設 ○ 挨探連携体制加算（Ⅵ） 1,000単位／日（匏用者1人）
新設 ○ 挨探連携体制加算（Ⅶ） 500単位／日（2人8ع人）
※ (Ⅰ)、(Ⅱ)は4時間未満に適用し、 (Ⅵ)、 (Ⅶ)は4時間を

超えた支援に適用
※ 常勤看護職員等配置加算を算定している場合は算定勘可

イ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ）（福祉型） 120単位／日 180単位／日
ロ 緊急短期入所受入加算（Ⅱ）（挨探型） 180単位／日 270単位／日

（匏用開始日のみ） （匏用開始日から7日間（やむを得ない事情がある場合は14日間）を限২）

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

新設 定員超過特捁加算 50単位／日

○ 生活介護に重২障害者支援加算を創設。

（生活介護）専門的人材の確保・養成の機能の強化

新設 イ 重২障害者支援加算(Ⅰ) 強২ষ動障害支援者養成研修（実践研修）修വ者の配置 7単位／日（体制加算）
新設 ロ 重২障害者支援加算(Ⅱ) 強২ষ動障害支援者養成研修（基礎研修）修വ者が強২ষ動障害者に支援 180単位／日（個人加算）等

拠点等機能強化

拠点等機能強化
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厰種減算等のৄ卟し①（日中活動系・入所系サービス）

● 指定基準に定める人員基準を
１割を超えて欠如した場合は翌月から、
１割の範囲内で欠如等した場合は翌々月から解消に至った月まで、
匏用者全員に30％減算。

● ３か月連続して基準に満たない場合、減算が適用された３か月目
から解消に至った月まで、匏用者全員に50％減算。

サービス提供職員欠如減算 30％減算期間 50％減算期間
１割超の欠如 翌月から２か月目まで

（２か月間）
３か月目以ఋ

（減算適用の３か月目以ఋ）

１割未満の欠如等 翌々月から３か月目まで
（２か月間）

４か月目以ఋ
（減算適用の３か月目以ఋ）

①サービス提供職員欠如減算 ②サービス管৶責任者（児童発達支援管৶責任者）欠如減算
● 指定基準に定める人員基準を満たさない場合、

翌々月から解消に至った月まで匏用者全員に30％減算。
● ５か月連続して基準に満たない場合、減算が適用された５か月目

から解消に至った月まで、匏用者全員に50％減算。

サビ管（児発管）
欠如減算

30％減算期間 50％減算期間
翌々月から6か月目まで

（４か月間）
7か月目以ఋ

（減算適用の５か月目以ఋ）

持別支援計画未作成減算のৄ卟し（日中活動系・入所系サービス）
● 個別支援計画が作成されずにサービス提供がষわれていた場合、

当該月から解消に至った月の前月まで、30％減算。
● ３か月連続して解消されない場合、減算が適用された３か月目

から解消に至った月まで、50％減算。

個 別支 援計 画
未作成減算

30％減算期間 50％減算期間
当該月から２か月目まで

（２か月間）
３か月目以ఋ

（減算適用の３か月目以ఋ）

○ 事業所等の適卲な運営確保のため、人員配置や個別支援計画の作成が適卲にষわれていない場合の減算をৄ直す。

身体拘束廃止未実施減算の創設（日中活動系・入所系サービス）
○ 身体拘束等の適正化を図るため、身体拘束等に係る記録をしていない場合について、基本報酬を減算する。

● 指定基準に定める身体拘束をষった場合の記録を作成していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を県に提出し、事実発生月の翌月から
３か月後に改善計画に基づく改善状況を県に報告する。

● 事実発生月の翌月から改善が認められた月までの間、匏用者全員に５単位を減算。
※ 身体拘束廃止の取組みについては、障がい者虐待拌止の資厄を参照。

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

人員欠࿰減算のৄ卟し（日中活動系サービス）
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厰種減算等のৄ卟し②（生活介護・短期入所）
（生活介護）開所時間減算のৄ卟し

○ 平均匏用時間（過掇３か月間における各匏用者の匏用時間合計を
匏用日数で除した時間）が５時間未満である匏用者の割合が50％
以上の場合 30％減算

匏用時間が５時間未満（送迎のみをষう時間は含まない）の匏
用者の割合が、匏用者全体の50％以上の場合に基本報酬を減算
する。

※ Ｈ30.3.30報酬改定Ｑ＆Ａ問4952ع等を参照

極端な開所時間の実態を踏まえ、開所時間減算の減算掓をৄ直す。

運営規程に定める営業時間
（送迎のみの時間は除く） 現ষ ৄ直し後

４時間未満 30％減算 50％減算
４時間以上６時間未満 15％減算 30％減算

（生活介護）短時間匏用減算の創設

○ 大規模減算：単独型で20床以上の場合、10％減算

運営規模やサービス提供規模の適正化のため、一定の定員規模以上の場合に減算する。

（短期入所）大規模減算の創設等

※ このほか、同一法人の複数事業所間における同じ匏用者への短期入所の提供について、匏用者の状態や意向等を踏まえず当該匏用者間で
೷り拮し短期匏用をষうことは捆ましくない旨を指定基準の解釈通知に追記。

① শ期（連続）匏用日数の上拘設定
শ期（連続）匏用日数については、30日までを限২とする。（支給決定の取扱いの改正）
・ 改正時（平成30ফ３月31日まで）の匏用者は１ফ間のၠ匨措置を設ける。
・ 連続して30日匏用した後、１日以上匏用しない期間があれय、卭২連続した30日以内の匏用は可能とする。
・ 短期匏用加算はফ間匏用日数の初期の30日のみ算定を認める。

② ফ間匏用日数の適正化
在挭生活の維持につながるよう、ফ間匏用日数は、１日の博分（180日）を超えないようにする。（計画相談支援の指定基準に位置づけ）

※ 上記①②は、捁えय「介護者が急病や事故により、শ期間入院することとなった場合」等のやむを得ない事情がある場合において
は、自匮体の判断に応じて、捁外的にこれらの日数を超えることを認めても挽し支えない。（ഩৡ的な運用）

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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● 加算の基本部分について、自動区維持費の低下等を踏まえた適正化を図る。

※ 現ষ単位を設定した平成24ফと发べて೤費は向上。自動区維持費も低下
（15,600円→11,800円 ：▲24.4％（月額） ড়間調査）。

● 生活介護における重২者を送迎した場合のಌなる加算については、２人での介護など手厚い支援が必要なことを
踏まえ、引き上げる。

１．加算単位のৄ直し

● 同一敷地内の事業所への送迎については、現ষの加算単位より30％減算する。
※ 全体の１／３程২の送迎が同一敷地内でষわれている。

２．同一敷地内送迎の適正化

３．就労継続支援Ａ型及び放課後等デイサービスの送迎加算のৄ直し
● 就労継続支援A型については、౻用ీ৺をഁ結していること、匏用者の知掟・能ৡの向上に必要な訓練をষうという

観点から、公共交通機関を匏用できる場合は原則として自ら通勤することが基本であることを卭২ජೲ。
● 放課後等デイサービスについては、障害児の自য়能ৡのඃ得を࿉げないように配ൟするよう通知。

（現ষ） （改定後）
送迎加算（Ⅰ） 27単位／回 21単位／回
送迎加算（Ⅱ） 13単位／回 10単位／回

（現ষ） （改定後）
14単位／回 28単位／回

送迎加算のৄ卟し（障害福祉サービスの通所系サービス等）

○ 就労継続支援A型及び放課後等デイサービスの送迎について、自主的な通所が困難な場合を想定していることを周知。

○ 障害福祉サービスの通所系サービス（生活介護、自য়訓練、就労移ষ支援、就労継続支援）の送迎加算について、
自動区維持費等の低下等を踏まえた適正化を図る。

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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【対象サービス・算定要件のৄ直し】
○ 就労移ষ支援体制加算

６か月以上就労定着者がいる場合
（サービスごとに単位数設定、匏用定員及び就労定着者数による）

※ 生活介護・自য়訓練を加算の対象に追加。

○ 自য়訓練について、訓練の対象者を限定している法施ষ規則
（機能訓練→身体障害者、生活訓練→知的障害者・精神障害者）
を改正し、厥訓練ともに障害の区別なく匏用可能とする。

○ 加えて、生活訓練においても、視覚障害者に対するనষ訓練等
を実施出来るよう、生活訓練サービス費において、居挭を訪問
して視覚障害者に対して専門的訓練をষうことを評価する。

（ঽয়訓練）対象者のৄ卟し

日中活動系サービス（生活介護・ঽয়訓練等）

○ 生活介護及び自য়訓練の匏用を経て一般就労した障がい者に対
しても、就職後６か月以上、職場への定着支援をষう努ৡ義務
を新たに指定基準に規定。

○ ６か月以上就労定着者がいる場合の実績を評価する「就労移ষ
支援体制加算」を生活介護及び自য়訓練に創設。

○ 従来、就労移ষ支援、就労継続支援にあった「就労移ষ支援体
制加算」の算定要件をৄ直す。

（生活介護・ঽয়訓練、就労系サービス）
就労移ষ支援体制加算の対象サービスの追加等

【ৄ直し後】
生活訓練サービス費(Ⅱ)
・ 視覚障害者に対する専門的訓練 732単位／日

○ 匏用者の障がい特性や生活環境等に応じ、社会福祉士、精神保
健福祉士又は公認心৶師が作成する個別訓練実施計画に基づく
訓練の実施や、訓練実施による生活能ৡの維持・向上の評価及
び個別訓練実施計画のৄ直しを൐月実施すること等を評価する
ための加算を創設する。

（ঽয়訓練（生活訓練））
匏用者の障がい特性に応じた訓練の評価

○ また、中৛間地域等に居住する匏用者の居挭訪問
の移動コストを評価する「特別地域加算」を創設する。

【新設】個別計画訓練支援加算 19単位／日
（主な要件）社会福祉士等が、訓練に関する解決すべき課題の把握（アセ
スメント）及びその評価をষい、その後、カンই॓レンスをষい多職種匞
議により、区分匚ഥ（平成26ফ厚生労働匚ഥ第5号）別表第１における調
査項目中「応用日常生活動作」、「認知機能」又は「ষ動上の障害」に係
る個別訓練実施計画案を作成し、匏用者の同意を得て訓練を実施。

概ね２ౝ間以内及び൐月ごとに社会福祉士等がৄ直しをষう。

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

○ 頸髄損傷による四肢の麻痺等にある者に対する訓練について、
訓練に要する業務挪を考ൟし、リハビリテーション加算を拡充す
る。

（生活介護・ঽয়訓練（機能訓練））
リঁビリॸーシঙン加算のৄ卟し

【ৄ直し後】
新設 ○ リハビリテーション加算(Ⅰ) 48単位／日

※ 対象：頸髄損傷による四肢の麻痺等にある者
○ リハビリテーション加算(Ⅱ) 20単位／日

※ 対象：加算(Ⅰ）対象者以外の障がい者
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訓練系・就労系サービス（ঽয়訓練・就労移ষ支援・就労継続支援）

① 匏用者の৭別のర止
前ফ২実績により基本報酬が決定されるため、実績にᇽがる匏

用者を選別することを禁止し、拒否した場合は勧告等の対象とな
ることを明記。

② স厍౸受による匏用者ා౤ষನや就労ᓾᄑষನのర止
匏用者確保や就労ᓾᄑを目的としたস厍の౸受の禁止を明記。

③ 匏用者に対する通勤訓練の実施（就労移ষ支援）
一般就労後に障がい者が通勤できるよう、通勤のための訓練の

実施義務を指定基準に明記。
※ 外部から専門職を招いて、通勤訓練のノウハウのない視覚障がい者に

対し、白杖による通勤訓練を実施することを評価する加算を創設。

④ サービス匏用者のফೡ制拘のඏ廃（就労移ষ支援、就労継続支援ڶ型）
匏用者の要件である65按未満のফೡ制限を、一定の要件を満

たす場合に引き続き65按以上も匏用できるようにする。

（就労移ষ支援・就労継続支援）
指定基準・解釈通知等の改正

○ 就労能ৡや工賃・賃সの向上及び一般就労への移ষをより推進
するため、以下のとおりৄ直す。
「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項

について」（平成19年4月2日付け障障発第0402001号）の改正

①施設外就労の要件緩和
● 施設外就労（企業から請け負った作業を企業内でষう支援）の
月の匏用日数のうち最低２日は訓練目標の達成২の評価等をষう
要件について、事業所内で評価等をষう要件を廃止し、施設外就
労先で評価等をষうことを可能とする。
●施設外就労の総数を匏用定員の７割以下とする要件を廃止する。
※ 上記の改正により、施設外就労に係る加算の算定限২回数の規定削除

②厪挭匏用者に対する生活支援サービスの評価
● 通所が困難で、在挭での支援がやむを得ないと市町村が判断し
た匏用者（在挭匏用者）に対し、一定の要件を満たした場合に基
本報酬を算定できるが、制২上、同一時間帯に生活支援に係る訪
問系サービスを匏用できないことから、当該事業所の負担で、同
一時間帯に必要なサービスを提供した場合の加算を創設する。

③掤勹等における厪挭匏用者の要件の緩和
● 在挭匏用者に対し、月に１২は事業所内において訓練目標に対
する達成২の評価等をষう要件について、掤勹等に居住する在挭
匏用者は事業所に通所することが困難なため、要件を緩和する。

（就労移ষ支援・就労継続支援）
事業所等とは別の場所でষॎれる支援の要件緩和

○ 挨探観掊法対象者やദ務所出所者等の社会挴షをയすため、訓
練系、就労系サービス事業所において、社会福祉士、精神保健福
祉士又は公認心৶師の有資格者の配置や、病院等との連携により
有資格者が事業所を訪問して支援を実施していることを評価する
加算を創設。

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

（ঽয়訓練・就労移ষ支援・就労継続支援）
挨探掺掊১対象者の受入れ促進

新設 社会生活支援特別加算 480単位／日

・ౝ１回の評価等をষう要件に、電話・パソコン等のＩＣＴ機器の
活用による評価等を可能とする。

・月の匏用日数のうち１日は訓練目標の達成২の評価等をষう要件
に、事業所職員による訪問による評価等を可能とする。

新設 通勤訓練加算 800単位／日

新設 在挭時生活支援サービス加算 300単位／日
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就労系サービスにおける൛স・卋൛・職場定着の向上
○ 障害者がその適性に応じて能ৡを十分に発มし、地域で自য়した生活を実現することができるよう、一般就労への

定着実績や工賃実績等に応じた報酬体系とし、工賃・賃স向上や一般就労への移ষをಌにയ進させる。
※ 前ফ২実績に応じた報酬区分となるため、特捁的に４月の指定した日までに体制ඍを提出すれय４月から適用。

○ 基本報酬は、定員規模別の設定に加え、前ফ
২における就職後６か月以上定着者の匏用定員
に対する割合に応じた報酬設定とする。

○ 定着厾が高いほど、匏用者の地域生活の継続
に資することや、支援コストがかかると考えら
れるため高い報酬設定とし、メリハリをつける。

※ このほか、就労移ষ支援については
福祉専門職員配置等加算に
作業探法士の追加等の改定を実施。

改定前 改定後
基本報酬 就職後６月以上定着厾 基本報酬

804単位

５割以上 1,089単位
４割以上５割未満 935単位
３割以上４割未満 807単位
２割以上３割未満 686単位
１割以上２割未満 564単位
０割超１割未満 524単位

０ 500単位

就労移ষ支援
○ 基本報酬は、定員規模別の設定に

に加え、前ফ২における１日の平均
労働時間に応じた報酬設定とする。

○ 労働時間がশいほど、匏用者の
賃স増加につながることや、支援
コストがかかると考えられるため
高い報酬設定とし、メリハリをつ
ける。

就労継続支援A型

＜定員20人以下＞

改定前 改定後
基本報酬 １日の平均労働時間 基本報酬

584単位

７時間以上 615単位
６時間以上７時間未満 603単位
５時間以上６時間未満 594単位
４時間以上５時間未満 586単位
３時間以上４時間未満 498単位
２時間以上３時間未満 410単位

２時間未満 322単位

○ 基本報酬については、定員規模別の
設定に加え、平均工賃月額に応じた
報酬設定とする。

○ 工賃が高いほど、自য়した地域生活
につながることや、生産活動の支援に
労ৡを要すると考えられることから、
高い報酬設定とし、メリハリをつける。

就労継続支援B型

改定前 改定後
基本報酬 平均工賃月額 基本報酬

584単位

4.5万円以上 645単位
3万円以上4.5万円未満 621単位
2.5万円以上3万円未満 609単位
2万円以上2.5万円未満 597単位
１万円以上2万円未満 586単位
５千円以上１万円未満 571単位

５千円未満 562単位

＜定員20人以下、人員配置7.5：1＞

＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

○ 平均厓支挽厾＋14.2％
○ １日の労働時間は、４時間以上５時間未満が最多

○ 平均厓支挽厾＋12.8％
○ 平均工賃15,033円／月
○ 中央値12,238円／月

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

※ このほか、匏用者のキকリアアップの
仕組みを導入し、賃স向上計画の達成に
向けた指導員を１以上（常勤換算）配置
する場合に加算。(賃স向上達成指導員配置加算)

※ 新設の事業所は、౦付きの報酬区分を設定。ただし、就労移ষは前ফ২実績により、就労継続支援Ａ型・ڷ型は6か月実績により厭ಌ可能。

※ 目標工賃達成加算は廃止
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就労移行支援の平成就労移行支援の平成就労移行支援の平成就労移行支援の平成30303030年度報酬改定概要年度報酬改定概要年度報酬改定概要年度報酬改定概要

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援

基本報酬

就労定着支援体制加算

その他加算

収支差率＋収支差率＋収支差率＋収支差率＋9.59.59.59.5％％％％

就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援

基本報酬

適正化▲19.4％

就労定着支援就労定着支援就労定着支援就労定着支援

基本報酬

加算加算

充実＋15.5％ ▲▲▲▲3.93.93.93.9％％％％

※平成30年４月からの新サービス

※ 「就労定着支援体制加算」は、就労定着支援が新たに創設されることに伴い廃止。
平成30ফ9月末までは就労定着支援サービス費の算定に代えて、就労定着支援体制加算を算定することも可能だが、
この場合の単位数は、現ষの単位数の１/２。

加算加算

※ 定着実績に応じた基本報酬を設定するため、「就労移ষ実績が２ফ間に満たない場合の減算」、
「就労定着者数が過掇３ফ間及び過掇４ফ間ない場合の減算」は廃止する。

※ その他、「就労支援関係研修修വ加算」の単位数のৄ直し（減額） 等 44



○ 精神科病院等に１ফ以上入院していた精神障がい者（退院か
ら１ফ以内）に対して、地域で生活するために必要な相談援助
等を社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心৶師等が実施する
ことを評価する加算を創設する。

○ 障がい児者支援施設に１ফ以上入所していた強২ষ動障害者
（退所から１ফ以内）に対して、地域で生活するために必要な
相談援助や個別支援等を、強২ষ動障害支援者養成研修修വ者
等が実施することを評価する加算を創設する。

○ 退所（退居）後の相談支援等を評価する地域移ষ加算及び自য়生活支援加算は、入所（入居）中に１回、退所（退居）後に１回算定
可能であるが、地域生活への移ষをയ進する観点から、入所（入居）中に算定できる回数を２回に拡充する。

○ 共同生活援助事業所の従業者として看護職員を常勤換算で１人
以上配置している体制を評価する加算を創設する。

（共同生活援助）看護職員の配置の評価

（探養介護、施設入所支援、宿泊型ঽয়訓練、共同生活援助、障害児入所施設）
地域移ষ加算・ঽয়生活支援加算の挖掇৐の算定回数の拡充

入所系サービス（施設入所支援等）、居住系サービス（共同生活援助・宿泊型ঽয়訓練）

○ 匏用者の重২化・高ೡ化に伴う業務負担の増加や、日中業務
とは౮なる負担厤や勤務体制であることを踏まえ、夜間支援体
制をより適卲に評価するため、夜勤職員配置体制加算の単位数
を引き上げる。

（施設入所支援）夜勤職員配置の評価のৄ卟し

【現ষ】49単位／日 → 【ৄ直し後】60単位／日

新設 看護職員配置加算 70単位／日

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定

※共同生活援助における挨探連携体制加算と看護職員配置加算の併給
については、挨探連携体制加算（Ⅳ）（認定特定ষನ従事者がᙴᮽ
吸引をষった場合の加算）のみ認める。

現ষ ৄ直し後
入所中１回、退所後１回

500単位／回
入所中２回、退所後１回

500単位／回

（共同生活援助、宿泊型ঽয়訓練）精神ఐ病院に
１ফ以上入院していた精神障がい者への支援の評価

新設 精神障害者地域移ষ特別加算 300単位／日（退院から１ফ以内）

（共同生活援助、宿泊型ঽয়訓練）障がい児者支援施設に
１ফ以上入所していた強২ষ動障がい者への支援の評価

新設 強২ষ動障害者地域移ষ特別加算 300単位／日（退所から１ফ以内）
※ 生活支援員のうち20％以上が、強২ষ動障害支援者養成研修（基礎

研修）修വ者であること。

※福祉型障害児入所施設については、2021ফ3月
31日までの間、退所先が社会福祉施設等である
場合も算定可能。
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深夜（午後10時から午前６時までの時間）における電話に
よる相談援助を評価した新たな緊急時支援費を設定。

地域相談支援（地域移ষ支援・地域定着支援）

新設 地域移ষ支援サービス費（Ⅰ） 3,044単位／月
地域移ষ支援サービス費（Ⅱ） 2,336単位／月

地域移ষ支援における地域移ষ実績等の評価

障害者支援施設や精神科病院等からの地域移ষをയ進するため、地域
移ষ実績や専門職の配置、施設や精神科病院等との緊密な連携を評価し
た上位の基本報酬を新設。

地域地域地域地域移行支援サービス費（移行支援サービス費（移行支援サービス費（移行支援サービス費（ⅠⅠⅠⅠ）を算定する事業所の）を算定する事業所の）を算定する事業所の）を算定する事業所の要件要件要件要件

（１）当該事業所において、前年度に地域移行の実績を有すること。

（２）次の要件のうちいずれかを満たすこと。
① 従業者のうち１人以上は、社会福祉士又は精神保健福祉士であること。
② 従事者である相談支援専門員のうち１人以上は、精神障害者地域移行・

地域定着支援関係者研修（注）の修了者であること。
［注］都道府県地域生活支援事業(精神障害関係従事者養成研修事業)の一つ

（３）１以上の障害者支援施設又は精神科病院等（地域移行支援の対象施設）と
緊密な連携が確保されていること。

「緊ഡな連௚」の఻体୻ （月１回以上が目安）
・地域相談支援給付決定障害者の退院、退所等に向けた会議へ参加
・地域୎ষに向けた障害福祉崝ー崻崡のହ৥、事業所の紹介
・地域୎ষな峓৊஘の৽験の岬る障害勠事者（崼ア崝嵅ーター等）による意欲
喚起のための活動

地域移ষ支援における障害福祉サービスの体験匏用加算
及び体験宿泊加算のৄ直し

障害福祉サービスの体験をষう初期の業務挪を評価するため、
障害福祉サービスの体験匏用加算を拡充。

体験匏用加算（Ⅰ） 500単位／日（初日から５日目まで）
体験匏用加算（Ⅱ） 250単位／日（６日目から15日目まで）

地域移ষ支援事業所が、地域生活支援拠点等としての機能を
担う場合について、障害福祉サービスの体験匏用加算及び体験
宿泊加算を拡充。

地域生活支援拠点等としての機能を担う場合 ＋50単位

地域定着支援における深夜の電話による支援の評価

緊急時支援費（Ⅰ） 709単位／日
新設 緊急時支援費（Ⅱ） 94単位／日

地域移ষ支援における対象者を明確にするための通知改正

入院の期間や形態に関わらず支援の対象であることを明確にするため、「介護給付費等の支給決定等について(平成19ফ3月23日､障発第0323002号
障害保健福祉部শ通知)」の一部を削除。

第五－2－ (1)
申請者が地域相談支援基準第1条第2号から第4号までに規定する施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者であることを確認する。
なお、申請者が精神科病院に入院する精神障害者の場合については、長期に入院していることから地域移行に向けた支援の必要性が相対的に高いと見込まれる

直近の入院期間が1年以上の者を中心に対象とすることとするが、直近の入院期間が1年未満である者であっても、例えば、措置入院者や医療保護入院者で住居の
確保などの支援を必要とする者や、地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者についても対象となるので留意すること。

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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自宅グループホーム

精神科病院等

障害福祉サービス事業所

入所施設
（生活介護等）

共同生活住居への入居を希望している者が
体験的な入居をষう場合の報酬
・介護サービス包括型：691単位272ع単位

（障害支援区分別）
・日中サービス支援型：1,128単位427ع単位

（障害支援区分別）
・外部サービス匏用型：272単位

連続30日以内かつফ50日以内

グループホーム
の体験入居

体験宿泊加算
常時の連絡・支援体制を確保した上で、
一人暮らしに向けた体験的な宿泊支援
をষった場合 １５日が上限
※障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業者へ委託可
・300単位
・700単位（ఽ৑匣ର峼ষ岰ৃ়）

৉ୠ୎ষ匣ର
（体験宿泊）

体験宿泊の場

৉ୠ୎ষ匣ର
（体験匏৷）

障害福祉サービスの体験匏৷加算
地域୎ষ支援事業者が障害福祉ｻｰﾋﾞｽ
事業者へ委託し、障害福祉ｻｰﾋﾞｽの体験
的な匏用支援をষった場合 １５日が上限

開始日5ع日目 500単位
6日目15ع日目 250単位

体験入居・体験宿泊・体験匏用の匏用実績の推移（国保連ﾃﾞｰﾀ）

入所者が体験入居・
体験宿泊を行う場合
は、入院入院入院入院・外泊時加・外泊時加・外泊時加・外泊時加
算算算算(Ⅰ)(Ⅰ)(Ⅰ)(Ⅰ)（（（（320320320320～～～～247247247247単単単単
位位位位））））を算定可能

施設入所者等の地域生活への移ষを円ෟに進めるためには、地域での生活にဉ々にຯれていくことが重要であると考えられることから、
入所・入院中の段階から宿泊等の地域生活の体験ができるようグループホーム等の体験入居や体験宿泊、障害福祉サービスの体験匏用を
促進。また、グループホームの体験入居については、家ఔと同居しながらঽ挭で生活する障害者も匏用參能。

施設入所者等の地域生活の体験に関する仕組み

地域生活へ移行

H26.12 H27.12 H28.12 H29.12

グループホーム
の体験入居

共同生活援助
（介護ｻｰﾋﾞｽ包括型） 977 1,080 1,173 1,355 

共同生活援助
（外部ｻｰﾋﾞｽ利用型） 134 110 113 115 

地域移行支援

障害福祉サービスの
体験利用 33 46 61 71 

体験宿泊 20 26 30 40 
体験宿泊

（夜間支援を行う場合） 25 22 36 50 

入所者が体験利用を行う場
合、障害福祉ｻｰﾋﾞｽの障害福祉ｻｰﾋﾞｽの障害福祉ｻｰﾋﾞｽの障害福祉ｻｰﾋﾞｽの体験体験体験体験
利用支援加算利用支援加算利用支援加算利用支援加算を算定可能

開始開始開始開始日～日～日～日～5555日目日目日目日目 500500500500単位単位単位単位
6666日目～日目～日目～日目～15151515日目日目日目日目 250250250250単位単位単位単位

グループホーム
の体験入居

地域生活支援拠点等の場合、
体験宿泊支援加算（120単位）
を算定可能

地域移ষ支援事業所

地域生活支援拠点等
の場合 ＋50単位

地域生活支援拠点等
の場合 ＋50単位

地域生活支援拠点等
の場合 ＋50単位
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○ 地域生活支援拠点等は、障害者の重২化・高ೡ化や「捧ಝき後」をৄྚえ、
障害者の生活を地域全体で支えるため、居住支援のためのサービス提供体制を、
地域の実情に応じて整備するもの。

○ 第５期障害福祉計画（平成30ফ২32عফ২）では、平成32ফ২末までに
「各市町村又は各障害保健福祉圏域に少なくとも１カ所の整備」を基本。

※参考：平成29ফ9月時点における整備状況 42市町村、11圏域
平成29ফ২末までに整備匨定 117市町村、43圏域

（全国：1,718市町村、352 圏域）

①【相談機能の強化】
○ 特定相談支援事業所等にコーディネーターの役割を担う相談支援専門員を配置し、連携

する短期入所への緊急時の受入れの対応を評価。
・ 新設 地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回を限২）等

地域生活支援拠点等の機能強化に係る報酬改定

②【緊急時の受入れ・対応の機能の強化】
○ 緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入所受入加算の算定要件をৄ直し 等 ※緊急短期入所体制確保加算は廃止。

・ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 120単位／日（匏用開始日のみ） → 180単位／日（匏用開始日から7日間（やむを得ない事情がある場合は14日間）を限২）等
・ 新設 定員超過特捁加算 50単位／日
※ 介護者の急病等で急きょ受け入れる場合、一時的かつ限定的な取扱いとして、サービス提供に支障がない場合、必ずしも居室ではなくても受入れ可能。

③【体験の機会・場の機能の強化】
○ 体験匏用支援加算（日中活動系サービス）・体験匏用加算（地域移ষ支援）を引上げ。体験宿泊支援加算（施設入所支援）を創設・体験匏用宿泊加算（地域移ষ支援）額の引上げ

・ 体験匏用支援加算・体験匏用加算 300単位／日 → 500単位／日（初日から５日目まで）等 ※地域生活支援拠点等の場合＋50単位／日
・ 新設 体験宿泊支援加算 120単位／日

④【専門的人材の確保・養成の機能の強化】
○ 生活介護に重২障害者支援加算を創設。

・ 新設 イ 重২障害者支援加算(Ⅰ) 強২ষ動障害支援者養成研修（実践研修）修വ者の配置 7単位／日（体制加算）
・ 新設 ロ 重২障害者支援加算(Ⅱ) 強২ষ動障害支援者養成研修（基礎研修）修വ者が強২ষ動障害者に支援 180単位／日（個人加算）等

⑤【地域の体制づくりの機能の強化】
○ 支援困難事捁等の課題検討を通じ、地域課題の明確化と情報共有等をষい、共同で対応していることを評価。

・ 新設 地域体制強化共同支援加算 2,000単位／月（月１回限২）
※ ②、④は、地域生活支援拠点等の機能を担わない事業所も算定要件を満たせば加算可能。

機能を担う事業所の要件

・ 当該事業所であることを市町村に届け出たうえで、市町村が当該事業所を拠点等として認定
・ 拠点等の機能を担う事業所として各種機能を実施することを運営規程に規定

地域生活支援拠点等

【相談】

【緊急時受入れ】

【地域の体制づくり】

【体験の機会】

【専門性】

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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1人当たりの支援件
数に大きなバラツキ

○ 計画相談支援・障害児相談支援の匏用プロセスは下図のとおりとなっているが、
①一൅的に標準期間に沿ったモニタリング期間を定めている市町村が多いこと（６ヶ月に１২が５割超）、
②相談支援専門員1人当たりの支援件数に大きなバラツキがあること（担当件数の1月平均は13.5件。50件以上担当している者も存在）、
③事業所の質の評価として特定事業所加算が存在するが、個々の支援に着目した加算は存在しないこと
が課題となっていることから、これらに着目したৄ直しをষう。

【匏用プট७スのイメージ】

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価①

匏用者（保護者）

相談支援専門員

相談支援事業者

計画案を勘案し、支給
挪及びモニタリング期

間を決定

市町村

①計画の作成

③モニタリング

②計画の提出

報酬の支払い

� 支援の必要性の観点から標準期間の一部をৄ直し、
モニタリングの頻২を高める。
※ৄ直し後の期間適用には経過措置を実施

� サービス事業者から匏用状況について情報提供。
� 市町村によるモニタリング結果の抽出と内容検証。

（３月間・６月間）

（６月間・１ফ間）

� サービスの質の標準化を図る観点から、1人の
相談支援専門員が担当する一月の標準担当件数
（35件）を設定。

� 標準件数を一定程২超過（40件以上）する場
合の基本報酬の逓減制を導入。

35件50件以上 35件

①モニタリング実施標準期間のৄ卟し ②相談支援専門員１人あたりの
標準担当件数の設定

一൅の標準期間に
沿った期間

計画相談支援・障害児相談支援①ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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� 質の高い支援を実施した場合に、支援の専門性と業務負担を評価。

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価②

業務負担に応じた加算を設けること等に伴い、計画相談支援の基本報酬
を引下げ。

※ 障害児相談支援はৄ直しをষわない
※ 新単価の適用には経過措置を実施

新基本報酬

④加算④加算
⑤加算

旧基本報酬

・サービス匏用支援費 1,611単位／月 1,458単位／月
・継続サービス匏用支援費 1,310単位／月 1,207単位／月

○ 初回加算（計画相談支援に今回創設） 300単位／月
○ 退院・退所加算 200単位／回

・ 退院・退所後の地域生活への移ষに向けた挨探機関等との連携を評価
○ 居挭介護支援事業所等連携加算（計画相談支援のみ） 100単位／月

・ 匏用者が介護保叁サービスの匏用へ移ষする場合に、居挭介護支援事
業所等に対し、居挭サービス計画等の作成に匞ৡ 等

� 専門性の高い支援を実施できる体制を整備し、公表している場合に評価。

○ ষ動障害支援体制加算 35単位／月
・ 強২ষ動障害支援者養成研修（実践研修）を修വした相談支援専門員を配置

○ 要挨探児者支援体制加算 35単位／月
・ 挨探的ケア児等コーディネーター養成研修を修വした相談支援専門員を配置

○ 精神障害者支援体制加算 35単位／月
・ 地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等

を修വした相談支援専門員を配置

【加算Ⅳ】
150単位／月

【加算Ⅲ】
300単位／月

【加算Ⅰ・Ⅱ】
400・500単位／月

� 常勤かつ専従の相談支援専門員２名以上
� １名は現任研修修വ者
� ２４時間連絡体制は勘要 等

� 常勤かつ専従の相談支援専門員３名以上
� １名は現任研修修വ者
� ２４時間連絡体制の確保 等

� 常勤かつ専従の相談支援専門員４名以上
� １名は主任相談支援専門員（加算Ⅰ）
� １名は現任研修修വ者（加算Ⅱ）
� ２４時間連絡体制の確保 等

⑤特定事業所加算の拡充

④高い質と専門性を評価する加算の創設

③計画相談支援の基本報酬のৄ卟し

計画相談支援・障害児相談支援②

� 支援の質の向上と捓厾化を図るために特定事業所
加算を拡充。
• より充実した支援体制を要件とした区分を創設。
• 事業者が掀మ的な体制整備を図れるよう、現ষの

要件を緩和した区分を一定期間（3カফ）に限り設ける。

※相談支援専門員等の手厚い配置等を評価する加算

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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① モニタリング実施標準期間のৄ卟し（計画相談支援）

○ サービス等匏用計画等の定期的な検証（モニタリング）の標準期間について、支援の必要性の観点から
標準期間の一部をৄ直し、モニタリングの頻২を高める。

対象者
旧基準

ৄ卟し後

عফ২ڬ３ ３１ফ২ع

新規サービス匏用者 １月間
（匏用開始から３月のみ）

１月間
（匏用開始から３月のみ）

在
宅
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

障
害
児
通
所
支
援

等

集中的支援が必要な者 １月間 １月間
【新サービス】
就労定着支援、自য়生活援助、
日中サービス支援型共同生活援助

－ ３月間

居挭介護、ষ動援護、同ষ援護、
重২訪問介護、短期入所、就労移ষ支援、
自য়訓練

６月間 ６月間 ３月間

生活介護、就労継続支援、共同生活援助
（日中支援型を除く）、地域移ষ支援、
地域定着支援、障害児通所支援

６月間 ６月間
６月間

※65歳以上で介護保険の
ケアマネジメントを

受けていない者は３月間

【施設入所等】障害者支援施設、のぞみの園、
探養介護入所者、重২障害者等包括支援 １ফ間 ６月間

※ 現に計画作成済みの対象者については、各ৄ直し時期以ఋに計画卭作成（又は厭ಌ）をষうまでは、なお従前の捁による。
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○ 計画相談支援・障害児相談支援の質のサービスの標準化を図るため、 １ヶ月平均の匏用者の数が35件に対して１
人を標準とする

※「１ヶ月平均」とは当該月の前６月間の匏用者の数を６で除して得た数を指す。

○ 業務負担に応じた加算を設けること等に伴い、計画相談支援の基本報酬を引下げ。
○ 標準担当件数を一定以上超過する場合（４０件以上）の基本報酬の逓減制を導入。

※ 障害児相談支援は、モニタリング標準期間のৄ直しをষわないことなどから、基本報酬はྚえ置き。

［旧単価］
イ サービス匏用支援費 1,611単位
ロ 継続サービス匏用支援費 1,310単位

［ৄ直し後］
イ サービス匏用支援費

(1) サービス匏用支援費（Ⅰ） 1,458単位（1,611単位）
(2) サービス匏用支援費（Ⅱ） 729単位（ 806単位）

ロ 継続サービス匏用支援費
(1) 継続サービス匏用支援費（Ⅰ） 1,207単位（1,310単位）
(2) 継続サービス匏用支援費（Ⅱ） 603単位（ 655単位）

注１）（Ⅰ）については、匏用者数が40未満の部分について算定。（Ⅱ）については、40以上の部分について算定。
注２） 新単価については、施設入所等及び新サービス以外の匏用者については平成31ফ২から適用。平成30ফ২中は括ᐝ内の単価を適用。

［旧単価］
イ 障害児支援匏用援助費 1,611単位
ロ 継続障害児支援匏用援助費 1,310単位

［ৄ直し後］
イ 障害児支援匏用援助費

(1) 障害児支援匏用援助費（Ⅰ） 1,620単位
(2) 障害児支援匏用援助費（Ⅱ） 811単位

ロ 継続障害児支援匏用援助費
(1) 継続障害児支援匏用援助費（Ⅰ） 1,318単位
(2) 継続障害児支援匏用援助費（Ⅱ） 659単位

注） 算定方法は、計画相談支援の注１と同様。

② 相談支援専門員１人あたりの標準担当件数の設定（計画相談支援・障害児相談支援）

③ 基本報酬のৄ卟し（計画相談支援）

（計画相談支援）

（障害児相談支援）
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④ 高い質と専門性を評価する加算の創設（計画相談支援、障害児相談支援）

○ 必要に応じた質の高い支援を実施した場合に、実施した支援の専門性と業務負担を適卲に評価するとともに、
専門性の高い支援を実施できる体制を整備した場合に適卲に評価するための体制加算を創設。

ア 匏用者の入院時や退院・退所時等、サービスの匏用環境が大きく厭動する匶に、関係機関との連携の下で
支援をষうことを評価するための加算（居挭介護支援事業所等連携加算は計画相談支援のみ）

イ モニタリング時等において、サービス提供場卥を確認するなど、匏用者の状況確認や支援内容の調整等を
手厚く実施したことを評価するための加算

ウ 挨探的ケアを必要とする障害児者等、より高い専門性が卍められる匏用者を支援する従業者の配置体制を
整えていることを評価するための体制加算

※ 加算の算定要件となる支援対象者からの申込み時に、障がい特性による提供拒否を禁止。
重要事項説明書に、加算の算定要件を満たす職員の配置を記載し、広く公表することが必要。（指定基準の解釈通知に明記）

加算名 内 容 単位数

入院時情報連携加算 匏用者の入院時に匏用者情報を入院先の病院等に提供した場合 加算（Ⅰ）200単位／月
加算（Ⅱ）100単位／月

退院・退所加算 匏用者の退院・退所時に退所施設等から情報厓集をষい計画作成した場合 200単位／回

居挭介護支援事業所等連携加算 匏用者の介護保叁への移ষ時にケアঐネ事業所のケアプラン作成に匞ৡした場合 100単位／月

挨探・保育・卝育機関等連携加算 障害サービス等以外の卝育機関等から情報厓集をষい計画作成した場合 100単位／月

加算名 内 容 単位数

初回加算（障害児相談支援は既設） 新規に計画作成をষった場合 300単位／月
サービス担当者会議実施加算 モニタリング時にサービス担当者会議を開ಈし、計画厭ಌ等の検討をした場合 100単位／月

サービス提供時モニタリング加算 匏用者が匏用するサービス事業所等を訪問し、サービス提供状況を確認し記録した場合 100単位／月

加算名 内 容 単位数

ষ動障害支援体制加算 強২ষ動障害支援養成研修（実践研修）等の修വ者を配置し、その旨公表する場合 35単位／月

要挨探児者支援体制加算 挨探的ケア児等コーディネーター養成研修等の修വ者を配置し、その旨公表する場合 35単位／月

精神障害者支援体制加算 精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等の修വ者を配置し、その旨公表する場合 35単位／月
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⑤ 特定事業所加算のৄ卟し（計画相談支援、障害児相談支援）

○ 特定事業所加算について、より充実した支援体制及び主任相談支援専門員の配置を要件とした加算の
類型を追加し、加算取得厾が低調なことを踏まえ、事業者が掀మ的な体制整備を図れるよう、現ষの要
件を緩和した加算の類型を一定期間に限り設ける。
［現 ষ］

特定事業所加算 300単位／月
［ৄ直し後］

（１）特定事業所加算（Ⅰ） 500単位／月
（２）特定事業所加算（Ⅱ） 400単位／月
（３）特定事業所加算（Ⅲ） 300単位／月
（４）特定事業所加算（Ⅳ） 150単位／月

算定要件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

(1)-① 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、その内１名が主任相談支援専門員であること。 ○ － － －

(1)-② 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － ○ － －

(1)-③常勤かつ専従の相談支援専門員を３名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － － ○ －

(1)-④常勤かつ専従の相談支援専門員を２名以上配置し、その内１名が現任研修修了者であること。 － － － ○

(2) 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること。 ○ ○ ○ ○

(3) 24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。 ○ ○ ○ －

(4) 新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、主任相談支援専門員（現任研修修了者）の同行による研修を実施していること ○ ○ ○ ○

(5) 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に支援を提供し
ていること

○ ○ ○ ○

(6) 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること ○ ○ ○ ○

(7) 計画相談支援と障害児相談支援の一月当たりの取扱件数が４０件未満であること
（※）現行の特定事業所加算を算定していた事業所が特定事業所加算(Ⅲ)を算定する場合は、平成31年3月までは要件を満たさなくても算定可 ○ ○ ○

(※)
○

主任相談支援専門員は、研修体系のৄ直しにより、平成31ফ২以ఋ
準備が整い次第、都道府県において研修実施。
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障害児支援について
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障害児支援の在り方に関する検討会報告書（平成26年7月16日）より

56



47,642 

70,114 

102,399 

144,586 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

その他

NPO法人

営利法人

社会福祉法人

総費用額

時期 対応内容

平成27年4月 ○放課後等デイサービスガイドラインの作成・公表

平成28年3月 ○支給決定の適正化に向けた留意事項通知（H28.3.7障害福祉課長通知）
①指定障害児通所支援事業者の指導の徹底（支援の提供拒否の禁止などの運営基準の遵守）
②放課後等デイサービスガイドラインの活用の周知徹底、自己評価結果の公表状況の把握に努めること
③障害児通所給付費等の通所給付決定の適正化

・一般施策を含めた適切な支援体制の構築、環境整備を行う
・支給量の目安（支給量は、原則として各月の日数から８日を控除した日数を上限）を示し、上限を超える場合

は、市町村において支給の必要性を確認する
・主として障害児の家族の就労支援又は障害児を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とする

場合には、地域生活支援事業の日中一時支援等を活用すること

平成28年6月 ○障害福祉サービス等の不正請求等への対応について（監査の強化等）（H28.6.20事務連絡）
・営利法人及び新規の放課後等デイサービス事業所の重点的な実地指導の実施等
・放課後等デイサービスの指導監査の実施状況等について、当面の間、四半期ごとに厚生労働省に報告する

○ 放課後等デイサービスについては、平成24年４月の制度創設以降、利用者、
費用、事業所の数が大幅に増加している。

○ 一方、利潤を追求し支援の質が低い事業所や適切ではない支援※を行う事業所
が増えているとの指摘があり、支援内容の適正化と質の向上が求められている。

※例えば、テレビを見せているだけ、ゲーム等を渡して遊ばせているだけ

放課後等デイサービスの見直しについて

１１１１ 課題課題課題課題

２２２２ 指定基準の改正前における対応指定基準の改正前における対応指定基準の改正前における対応指定基準の改正前における対応

（百万円）事業所数及び総費用額の推移事業所数及び総費用額の推移事業所数及び総費用額の推移事業所数及び総費用額の推移（か所）

(＋47％)

(＋46％)

(＋41％)

2,540

3,359

4,595

6,117

8,352

(＋32％)

(＋37％)

(＋33％)

(＋37％)

※国保連データより（事業所数は各年度４月）

平成30年指定基準の解釈通知
に明記
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○情報公表の先行実施○情報公表の先行実施○情報公表の先行実施○情報公表の先行実施
指定放課後等デイサービス事業者は支援の提供を開始するとき、支援内容（タイムスケジュール等）、ＢＳ（貸借対
照表）やＰＬ（損益計算書）などの財務諸表等の情報を事業所のＨＰ等で公表に努めること。
都道府県等は事業者に対して、支援内容や人員配置（職員の資格等）、財務諸表等の公表をすることを促す。

３３３３ 指定基準等の見直し指定基準等の見直し指定基準等の見直し指定基準等の見直し

（１）障害児支援等の経験者の配置

①①①①児童児童児童児童発達支援管理責任者の資格要件の見直し（告示の改正）発達支援管理責任者の資格要件の見直し（告示の改正）発達支援管理責任者の資格要件の見直し（告示の改正）発達支援管理責任者の資格要件の見直し（告示の改正）
実務要件に保育所等の児童福祉に関する経験を追加し、障害児・児童・障害者の支援の経験（３年以上）を必須化する。
※既存の事業所は１年間の経過措置（平成30年3月31日まで）

②②②②人員人員人員人員配置基準の見直し（基準省令の改正）配置基準の見直し（基準省令の改正）配置基準の見直し（基準省令の改正）配置基準の見直し（基準省令の改正）
人員配置基準上配置すべき職員を「指導員又は保育士」から「児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者＊に見

直し、そのうち、児童指導員又は保育士を半数以上配置することとする。
＊児童指導員は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第43条に規定される任用資格。
＊障害福祉サービス経験者は、高校卒業程度の者で、障害福祉サービス事業に２年以上従事経験者。

※既存の事業所は１年間の経過措置（平成30年3月31日まで）
（主として重症心身障害児を通わせる事業所及び児童発達支援センターを除く）

（２）放課後等デイサービスガイドラインの遵守及び自己評価結果公表の義務付け

○○○○運営運営運営運営基準の見直し（基準省令の改正）基準の見直し（基準省令の改正）基準の見直し（基準省令の改正）基準の見直し（基準省令の改正）
� 運営基準において、放課後等デイサービスガイドラインの内容に沿った評価項目を規定し、それに基づいた評価を行う

ことを義務付ける。
� 質の評価及び改善の内容をおおむね１年に１回以上公表しなければならない旨規定

１．指定基準等の見直しによる対応１．指定基準等の見直しによる対応１．指定基準等の見直しによる対応１．指定基準等の見直しによる対応【【【【平成２９年４月施行平成２９年４月施行平成２９年４月施行平成２９年４月施行】】】】

２．その他の対応２．その他の対応２．その他の対応２．その他の対応【【【【平成２９年４月平成２９年４月平成２９年４月平成２９年４月～厚生労働省通知～厚生労働省通知～厚生労働省通知～厚生労働省通知】】】】

放課後等デイサービスだけでなく、
障がい障がい障がい障がい児支援全般児支援全般児支援全般児支援全般に適用

児童発達児童発達児童発達児童発達支援支援支援支援も、1年後の平成30年4月に改正
（(1)②は平成31年3月31日までの１年間の経過措置）
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「放課後等デイサービスガイドライン「放課後等デイサービスガイドライン「放課後等デイサービスガイドライン「放課後等デイサービスガイドライン」の概要」の概要」の概要」の概要 （平成（平成（平成（平成27年年年年4月月月月1日策定）日策定）日策定）日策定）

総総総総
則則則則

従業者向け従業者向け従業者向け従業者向け
ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン

児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者
向けガイドライン向けガイドライン向けガイドライン向けガイドライン

設置者・管理者向け設置者・管理者向け設置者・管理者向け設置者・管理者向け
ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン

◆ ガイドラインの趣旨
◆ 放課後等デイサービスの基本的役割

৕峓峬の勞善の匏இの保障／共生঺会の実勶に向けた৏্支援／保護者支援

◆ 放課後等デイサービスの提供に当たっての基本的姿勢と基本活動
基本活動： 自য়支援と日常生活のౄ実のための活動／൉作活動／地域卦及／౟ၿの卖୹ 等

◆ হ঵勰岶ి卲峔放課後等デイサービス峼提供するた峫に厧勥峔匢௶卞協ଵ৶

◆ 子どもの崳ー崢に厸峂たి卲峔匣ରの提供と匣ରのସの匇঱
୭୆・体制ତ厵／ڶڸڹۅ崝イ崗嵓による適卲な事業所のଵ৶

従業者等の知௙・叒୒の向上／関係機関・卄体峮保護者との連௚ 等

◆ 子どもと保護者に対する説明責任等
卞協厶ஙのఢ知／৕峓峬と保護者に対峃る支援匏用ண匸時のହ৥／保護者に対峃る相談支援等

ౙ午卆決対応／適卲な午報஫達ু஺の確保／地域に৫かれた事業卞協 等

◆ ಸ双ৎの対厸と১ഥᏍஹ等
緊急時対応／非常災害・防犯対策／虐待防止／身体拘束への対応

ୋ生・௏೨ଵ৶／安全確保／෸ഡ保匛等 等

○ 平成２４年４月に児童福祉法改正により創設された放課後等デイサービスについて、事業所の増加に伴い支援の質の確保及びその
向上を図る必要があるため、放課後等デイサービスを実施するにあたって必要となる基本的事項を示す。（平成27年4月1日付け障発0401第２
号厚生労働省通知）

ガイドラインのガイドラインのガイドラインのガイドラインの趣旨趣旨趣旨趣旨
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○ 児童発達支援事業所及び児童発達支援センターの増加に伴い、支援の質の確保及びその向上を図る必要があるため、児童発達支
援が提供すべき支援の内容を示し、支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みとして策定、公表。（平成29年7月24日付障発
0724第１号厚生労働省通知）

児童発達支援について、障害のある子ども本人やその家族に対して質の高い児童発達支援を提供するため、児童発達支援
センター等における児童発達支援の内容や運営及びこれに関する事項を定める。

ガイドラインの目的ガイドラインの目的ガイドラインの目的ガイドラインの目的

児童発達支援は、大別すると「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家庭支援」及び「地域支援」からなる。

【本人支援】障害のある子どもの発達の側面から、「健康・生活」、「運動・感覚」、「認知・行動」、「言語・コミュニケーション」、「人間関係・社会性」
の５領域において、将来、日常生活や社会生活を円滑に営めるようにすることを大きな目標として支援。

【移行支援】障害の有無にかかわらず、全ての子どもが共に成長できるよう、可能な限り、地域の保育、教育等の支援を受けられるようにし、かつ
同年代の子どもとの仲間作りを図っていくこと。

【家族支援】家族が安心して子育てを行うことが出来るよう、さまざまな家族の負担を軽減していくための物理的及び心理的支援等。

【地域支援】支援を利用する子どもが地域で適切な支援を受けられるよう、関係機関等と連携すること。また、地域の子育て支援力を高めるための
ネットワークを構築すること。

児童発達支援の提供すべき支援児童発達支援の提供すべき支援児童発達支援の提供すべき支援児童発達支援の提供すべき支援

障害のある子どもや保護者の生活全般における支援ニーズとそれに基づいた総合的な支援計画を把握し、具体的な支援内容を検討し実施する。
障害児支援利用計画と整合性のある児童発達支援計画を作成し、児童発達支援を実施する。

児童発達支援計画の作成及び評価児童発達支援計画の作成及び評価児童発達支援計画の作成及び評価児童発達支援計画の作成及び評価

「児童発達支援ガイドライン」の概要「児童発達支援ガイドライン」の概要「児童発達支援ガイドライン」の概要「児童発達支援ガイドライン」の概要 （平成（平成（平成（平成29年年年年7月月月月24日策定）日策定）日策定）日策定）

支援に関わる人材の知識・技術を高めるため、様々な研修機会の確保、知識・技術の取得意欲を喚起することが重要。
児童の権利条約、障害者の権利条約、児童福祉法等が求める子どもの最善の利益が考慮される必要がある。

市町村、保健所、病院・診療所、保育所等、特別支援学校等の関係機関と連携を図り、円滑な児童発達支援の利用と、適切な移行を図る。

関係機関との連携関係機関との連携関係機関との連携関係機関との連携

支援の質の向上と権利擁護支援の質の向上と権利擁護支援の質の向上と権利擁護支援の質の向上と権利擁護

【【【【自己評価結果の公表自己評価結果の公表自己評価結果の公表自己評価結果の公表】】】】 職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ、事業所全体として自己評価職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ、事業所全体として自己評価職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ、事業所全体として自己評価職員による事業所支援の評価及び保護者等による事業所評価を踏まえ、事業所全体として自己評価
を行う。また、概ね１年に１回以上、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが必要。を行う。また、概ね１年に１回以上、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが必要。を行う。また、概ね１年に１回以上、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが必要。を行う。また、概ね１年に１回以上、インターネットのホームページや会報等で公表していくことが必要。

ガイドラインの策定ガイドラインの策定ガイドラインの策定ガイドラインの策定

60



【【【【自己評価及び結果の公表方法自己評価及び結果の公表方法自己評価及び結果の公表方法自己評価及び結果の公表方法】】】】
「事業者向け自己評価表」と、「保護者等向け評価表」によ
り、自己評価を実施
自己評価の及れ
① 保護者へのアンケート調査
② 事業所職員による自己評価
③ ①②を踏まえ、職員間で討議し、事業所全体としての

自己評価及び改善内容を作成（職員間で共有）
④ ③の自己評価結果の公表
⑤ 公表した改善内容に沿った取組

【【【【公表結果を県へ届出公表結果を県へ届出公表結果を県へ届出公表結果を県へ届出】】】】
平成30ফ5月28日付け30障第386号愛媛県通知により
報告

今年度今年度今年度今年度の県への届出期限は、平成平成平成平成30303030（（（（2018201820182018）年）年）年）年12121212月月月月28282828日日日日
（金）まで（金）まで（金）まで（金）まで
※ 期限内に公表が間に合わない場合は、提出予定日を報告し、
平成31（2019）年3月までに公表結果を届出。

来年度以降来年度以降来年度以降来年度以降は、２月末まで２月末まで２月末まで２月末までに届出
（平成31(2019)ফ২は、2020ফ２月28日（স）までに届出）

ガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインに基づく自己評価に基づく自己評価に基づく自己評価に基づく自己評価等（自己評価結果未公表減算）等（自己評価結果未公表減算）等（自己評価結果未公表減算）等（自己評価結果未公表減算）

【ガイドラインの掲載場所】
厚生労働省ホームページの分野別施策「福祉・介護 障害者福祉」→障害者福祉の「施策情報 障害児支援施策」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000117218.html

○運営○運営○運営○運営基準の基準の基準の基準の見直し見直し見直し見直し
平成平成平成平成29292929年年年年4444月～月～月～月～ 放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス
平成平成平成平成30303030年４月～年４月～年４月～年４月～ 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援

ガイドラインの遵守及び自己評価結果公表の義務付け
・ 自己評価及び保護者による評価を実施
・ 評価・改善内容を１ফに１回インター崵崫ト等により公表

○報酬改定（平成○報酬改定（平成○報酬改定（平成○報酬改定（平成30303030年年年年4444月～）月～）月～）月～）
自己評価結果未公表（都道府県へ公表結果の届出がされ

ていない）場合に15％減算。
※平成31（2019）ফ４月１日から適用

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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【障害保健福祉関係主管課長会議（平成３０年３月１４日）資料引用】

（（（（ ４４４４ ）））） 福祉型障害児入所施設における過齢児の地域移行等に福祉型障害児入所施設における過齢児の地域移行等に福祉型障害児入所施設における過齢児の地域移行等に福祉型障害児入所施設における過齢児の地域移行等についてついてついてついて

障害児入所施設の移行に関しては、昨年度（平成29年3月8日）の主管課長会議において、

【【【【福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設】】】】

福祉型障害児入所施設については、特に都市部において、強度行動障害者等の障害福祉サービスでの支援の提供の場が不
足している状況等に鑑み、同一の施設で一体的に運営する場合に障害者支援施設の人員及び設備基準を満たすみなし規定みなし規定みなし規定みなし規定のののの
期限を３期限を３期限を３期限を３ 年延長し、平成年延長し、平成年延長し、平成年延長し、平成33 年年年年（（（（2021年）年）年）年）３３３３ 月月月月31 日まで日まで日まで日までとする。

【【【【医療型障害児入所施設等医療型障害児入所施設等医療型障害児入所施設等医療型障害児入所施設等】】】】

平成26 年の「障害児の在り方に関する検討会」報告書において、「障害児入所施設と療養介護が一体的に実施できる事業所
指定の特例措置を恒久的な制度にする必要がある」とされたことから、医療型障害児入所施設及び指定発達支援医療機関につ
いては、「入所者の年齢や状態に応じた適切な日中活動を提供していくことを前提に、医療型障害児入所施設等と療養介護の両医療型障害児入所施設等と療養介護の両医療型障害児入所施設等と療養介護の両医療型障害児入所施設等と療養介護の両
方の指定方の指定方の指定方の指定を同時を同時を同時を同時に受ける、現行のみなし規定を恒久化に受ける、現行のみなし規定を恒久化に受ける、現行のみなし規定を恒久化に受ける、現行のみなし規定を恒久化する。」とお示ししたところである。

福祉型障害児入所施設の地域移行等については、障害児福祉計画において、障害児通所支援や障害児入所支援から障害福祉サービスへ円滑に
支援の移行が図られるよう、都道府県と市町村は緊密な連携を図る必要があることや、特に障害児入所支援から障害福祉サービスへの支援の移行
に当たっては、市町村は都道府県と連携し、障害児入所施設や障害福祉サービス事業所等と協力しながら、障害児が指定障害児入所施設等へ入所
した後から、退所後の支援を見据え、連絡調整を図っていくことが必要であることを盛り込んでいる。

厚生労働省では、各地方自治体に対して、都道府県と市町村の移行支援の体制や方法等の実態調査を行い、いくつかの自治体及び施設に対して
ヒアリング調査を行ったところであり、その事例を参考資料としてお示しするので、各地方自治体においては参考にされたい。

なお、移行予定状況等については、これまでどおり障害保健福祉関係主管課長会議において示していくが、各地方自治体においても引き続き、地域
移行の促進をお願いする。

障害児入所施設の移行に関する今後の方針

平成30年4月 指定基準を改正
（みなし規定の削除、3年間の経過措置）
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○ 挨探的ケアをষう人౫を掓南く確保する等の観点から、人員配置基準をৄ直し（緩和）

� 主として重症心身障害児を通わせる事業所（児童発達支援・放課後等デイサービス）、主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援セン
ター及び主として自൷症児・肢体勘自厩児を入所させる福祉型障害児入所施設

� 主として重症心身障害児を通わせる事業所（児童発達支援・放課後等デイサービス）

主として重症心身障害児を通ॎचる事業所・児童発達支援७ンター・障害児入所施設における人員基準のৄ卟し

・看護師 → 看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）

・機能訓練担当職員 １以上
※ただし、機能訓練をষわない時間帯は配置しないことが可能。（日常生活を営むのに必要な機能訓練を提供することに支障がない場合）

その他の基準改正（障害児支援）

○ 多機能型事業所でষう事業として「居挭訪問型児童発達支援」を追加。多機能型の特捁による指定を受けること
が可能。

（※ 他の新設サービス「就労定着支援」「自য়生活援助」は多機能型事業所でষう事業ではない。）

匭機能型事業所でষう事業に、新設サービス（居挭訪問型児童発達支援）を追加
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１．基本報酬のৄ卟し
● 一൅の単価設定となっていた放課後等デイサービスの基本報酬について、

障害児の状態像を勘案した指標を設定し、報酬区分を設定(※)する。

● また、౸業終വ後の１日のサービス提供時間が短い事業所について、
人件費等のコストを踏まえ、短時間報酬を設定する。

各事業所で中重২の障害児が匏用者にಚめる割合

25.0%

10.7% 10.7%
14.3%

7.1% 7.1%

25.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

～30% 30～40% 40～50％ 50～60% 60～70％ 70～80% 80％～

各事業所における１日のサービス提供時間（平日）

0.4%
2.9%
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12.8%

32.6%
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9.4%

5.4%

19.1%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
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35.0%

２．加算の充実（後述）
● 指導員加配加算の拡充：一定の条件を満たす場合、児童指導員等の加配２名分まで報酬上評価。 155単位／日×２名分 等

（「児童指導員等加配加算」に名称厭ಌ）

放課後等デイサービス報酬ৄ卟し

［従前の基本報酬の捁］
（１）౸業の終വ後にষう場合

・匏用定員が10人以下の場合 473単位（児童発達支援管৶責任者専任加算計上後※678単位）

（２）೬業日にষう場合
・匏用定員が10人以下の場合 611単位（児童発達支援管৶責任者専任加算計上後※816単位）

［ৄ直し後の基本報酬の捁］

（１）౸業の終വ後にষう場合
・匏用定員が10人以下の場合

（２）೬業日にষう場合
・匏用定員が10人以下の場合

区分１ 区分２

通常時間 656単位 609単位

短 時 間 645単位 596単位

区分１ 区分２

時間区分なし 787単位 726単位

※「児童発達支援管৶責任者専任加算」は報酬改定に伴い改定後の基本報酬に組込み（廃止）

(※※※※)新たに設けた指標（新指標）により各児童を判定し、特に支援を
必要とする「指標該当児」を全児童の50％以上受け入れている事業所
を「区分１」、それ以外の事業所を「区分２」として報酬を区分する。
平成30ফ২中に限り、新指標ではなく「新指標に準ずる方法として
市町村が認めた方法」による判定を可とする。

（事務連൪で単している「準ङる্১」の捁）
・ষ動援護の匏用者
・障害児の通所給付決定時のアセスメント調査（5振域11項目）で一定の状態に該当する児

ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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うち
３以上が
全介助

放課後等デイサービスの基本報酬の区分における指標
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１．新指標に基づく再判定の実施１．新指標に基づく再判定の実施１．新指標に基づく再判定の実施１．新指標に基づく再判定の実施

� 判定結果における自治体間のばらつきを是正するため、以下の児童について新指標に基づく再判定等を実施する新指標に基づく再判定等を実施する新指標に基づく再判定等を実施する新指標に基づく再判定等を実施するよう促す。

� 再判定等の実施に当たり、以下の点に特に留意するものとする。

２．スケジュール２．スケジュール２．スケジュール２．スケジュール
� 上記の市町村の再判定等の結果を踏まえて各事業所の報酬区分を改めて決定。

それを基に、７月～９月の利用実績により10月サービス提供分から報酬に反映させる月サービス提供分から報酬に反映させる月サービス提供分から報酬に反映させる月サービス提供分から報酬に反映させることができる追加措置を講ずる。

３．その他３．その他３．その他３．その他
� 次期改定に向け、放課後等デイサービスの評価のあり方について、国において調査研究を実施する。

（適卲な判定のために೏意すべき事項）
� 保護者に加え、相談支援専門員、放課後等デイサービス事業所等から収集した情報も活用しつつ、障害児の状態の適卲な

把握に努める。
� 各種手帳の所持状況等の情報も活用して判定を実施する。
� 「障害支援区分の認定調査員マニュアル」（厚生労働匚）に示す調査項目の判断基準に準拠する。

（対象となる児童）
� 保護者等からの聴き取りをষうことなく書卥のみで判定をষった児童
� 匏用している放課後等デイサービス事業者から、合৶的な৶厩に基づく卭判定の卍めがあった児童 等

放課後等デイサービス報酬ৄ卟しの追加措置ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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【障害児向けサービス】
� 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援
� 放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス
� 福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設
� 居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援居宅訪問型児童発達支援

【新サービス】

� 看護職員加配加算の創設
一定の基準を満たす挨探的ケア児を受け入れるために看護職員を加配し

ている場合に、新たな加算として評価する。
� 送迎加算の拡充

送迎においてᙴᮽ吸引等の挨探的ケアが必要な場合があることを踏まえ、
手厚い人員配置体制で送迎をষう場合を評価する。

� 挨探連携体制加算の拡充（通所支援のみ）
挨探的ケア児の支援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児

に対してশ時間の支援をষった場合等について、新たに評価する。
� 居挭訪問型児童発達支援の創設【新サービス】

挨探的ケア児等であって、障害児通所支援を匏用するために外出するこ
とが෩しく困難な障害児に対し、居挭を訪問して発達支援をষう。

【夜間対応・レスパイト等】
� 短期入所短期入所短期入所短期入所

� 福祉型強化短期入所サービス費の創設
挨探的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、短期入所の新た

な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護職員
を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
� 生活介護生活介護生活介護生活介護

� 常勤看護職員等配置加算の拡充
挨探的ケア者を受け入れるために看護職員を２名以上配置している場合

を評価する。

【支援の総合調整】
� 計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援
� 障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援

� 要挨探児者支援体制加算の創設
挨探的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が卍められる匏用者を

支援する体制を有している場合を評価する。
� 挨探・保育・卝育機関等連携加算の創設

挨探機関、保育機関等と必要な匞議等をষった上で、サービス等匏用計
画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

挨探的ケア児者に対する支援の充実ＨＨＨＨ30303030報酬改定報酬改定報酬改定報酬改定
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挨探的ケア児に対する支援の充実等①
○ 挨探技挘の進న等をూ拲として、人工ళ吸器等を使用し、た॒の吸引などの挨探的ケアが必要な障害児（挨探的ケア児）が増加してい

る中で、個々の障害児やその家族の状況及びニーズに応じて、地域において必要な支援を受けることができるよう、サービス提供体制
を確保する。

(１) レスピレーター管৶ ＝８点
(２) 気管内挿管、気管卲開 ＝ ８点
(３) 鼻ድ挓エアウェイ ＝ ５点
(４) 酸素吸入 ＝ ５点
(５) １回／時間以上の頻回の吸引 ＝ ８点

６回／日以上の頻回の吸引 ＝ ３点
(６) ネブライザー６回／日以上または継続使用 ＝ ３点
(７) ＩＶＨ ＝ ８点
(８) 経管（経鼻・胃ろう含む） ＝ ５点
(９) 腸ろう・腸管栄養 ＝ ８点
(10) 接続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時) ＝ ３点
(11) 継続する透析(໅Ⴭ᪶及を含む） ＝８点
(12) 定期導ႌ（３／日以上） ＝ ５点
(13) 人工肛門 ＝ ５点

● 一定の基準※を満たす挨探的ケア児を受け入れるための看護職
員の加配を評価。

【※一定の基準】
① 看護職員を１名以上配置し、判定スコアのいずれかに該当する匏用者

の数が１名以上（匏用定員10人以下の児童発達支援：200単位／日）
② 看護職員を２名以上配置し、判定スコアの合計が８点以上である匏用

者の数が５名以上（匏用定員10人以下の児童発達支援：400単位／日）
③ 看護職員を３名以上配置し、判定スコアの合計が８点以上である匏用

者の数が９名以上（匏用定員10人以下の児童発達支援：600単位／日）

（児童発達支援、放課後等デイサービス）
看護職員加配加算の創設

判定スコア

● 一定の基準※を満たす挨探的ケア児を受け入れるための看護職
員の加配を評価。

【※一定の基準】
人員配置基準に加え、看護職員を１名以上配置し、判定スコアの合計

が８点以上である匏用者の数が５名以上

（福祉型障害児入所施設）看護職員配置加算のৄ卟し

【捁：入所定員が10人以下の知的障害児入所施設】
○ 看護職員配置加算（Ⅰ）（現ষのとおり）

・ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合 141単位／日
○ 看護職員等配置加算（Ⅱ）（新区分）
・ 上記に加え、看護職員が常勤換算で１人以上配置され、一定の基準
を満たす障害児が１人以上いる場合 145単位／日

※ 挨探的ケア児に該当する匏用者の数は、前ফ২平均匏用者数の算出式
（前ফ২の挨探的ケア該当児のభべ匏用人数÷開所日数）により算出
（小数点第2位卲上げ）。（平成30ফ২は、46ع月の実績により算出）
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挨探的ケア児に対する支援の充実等②

挨探機関との連携等により、外部の看護職員が事業所を訪問して
障害児者に対して看護をষった場合を評価する本加算について、শ
時間支援を評価する区分を設ける。

（児童発達支援・放課後等デイサービス）
挨探連携体制加算の拡充

○ 挨探連携体制加算（Ⅰ） 500単位／日（匏用者1人）
○ 挨探連携体制加算（Ⅱ） 250単位／日（2人8ع人）
○ 挨探連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日
○ 挨探連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日

新設 ○ 挨探連携体制加算（Ⅴ） 1,000単位／日（匏用者1人）
新設 ○ 挨探連携体制加算（Ⅵ） 500単位／日（2人8ع人）
※ (Ⅰ)、(Ⅱ)は4時間未満に適用し、 (Ⅴ)、 (Ⅵ)は4時間を

超えた支援に適用
※ 看護職員加配加算を算定している場合は算定勘可

○ 強২ষ動障害支援者養成研修（基礎研修）を修വ者を配置し、強২ষ動障害を有する障害児に対する支援を評価する加算を創設

（児童発達支援・放課後等デイサービス）強২ষ動障害児支援加算の創設

○ 欠席時対応加算（急病等により急きょ欠席した場合に連絡調整・相談支援をষった場合） 94単位／日（月４回まで※）
※ 主として重症心身障害児を支援する事業所において、定員充足厾の80％に満たない場合は月８回まで
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新設 強২ষ動障害児支援加算 155単位／日

○ 重症心身障害児を支援する事業所（センターを含む）で、１月の匏用者భべ人数が定員充足厾の80％（匏用定員×営業日数÷80％）
に満たない場合について、重症心身障害児に限り８日を限২として算定可能。

（障害児通所支援）主として重症心身障害児を支援する事業所における欠席時対応加算の算定回数の拡充

○ 送迎においてもᙴᮽ吸引等の挨探的ケアが必要な場合があるこ
とから、手厚い人員配置体制で送迎をষうことを評価する。

（児童発達支援・放課後等デイサービス）
送迎加算の拡充

イ 障害児（重症心身障害児以外） 片道54単位／回
＋37単位／回※

ロ 重症心身障害児 片道37単位／回

※ 看護職員加配加算を算定する事業所で、
挨探的ケアをষうため、運転手に加え、
職員を１名以上配置して送迎をষった
場合にಌに加算。

※ 強২ষ動障害児支援加算の対象となる障害児は、報酬告示に規定する強২ষ動障害のスコアを用いて市町村が判断した障害児。
（福祉型障害児入所施設の強২ষ動障害児特別支援加算の対象となる強২ষ動障害児と判定基準は同じ。）

※ 上記の加算は、主として重症心身障害児を支援する場合の報酬区分を算定する場合を除く。
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障害児通所支援①

○ 指導員加配加算の単位数をৄ直し、一定の基準を満たす事業所が指導員加配加算に加えて１人以上加配した場合にಌに評価する。
○ 児童発達支援センター、主として重症心身障害児を通わせる事業所、福祉型障害児入所施設も、人員配置基準以上に手厚い配置をし

ている場合に評価する。

児童指導員等加配加算（旧：指導員加配加算）の拡充（児童発達支援・放課後等デイサービス）
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加算区分 児童指導員等加配加算（Ⅰ） 児童指導員等加配加算（Ⅱ）

共通の要件

基準となる従業者の員数に加え、以下の(1)(3)عの者を常勤換算
で１以上配置の場合（以下「加配職員」）

基準となる従業者の員数及び児童指導員等加配加算（Ⅰ）に加え、以下の
の者を常勤換算で１以上配置の場合（以下「加配職員」）(3)ع(1)

(1)৶学探法士、作業探法士、匟指聴覚士、保育士、拊しくは次の①又は②に該当する専門職員
(以下、「৶学探法士等」）

①学校卝育法の大学の学部で、心৶学（これに相当する課程）を修めて෮業した者で、個人及び集卄心৶探法の技挘を有する者
②視覚障害者の生活訓練技挘者養成研修修വ者

(2)児童指導員拊しくは強২ষ動障害支援者養成研修（基礎研修）※を修വ者（以下、「児童指導員等」）
※ষ動援護従業者養成研修修വ者又は重২訪問介護従業者養成研修ষ動障害支援課程修വ者を配置した場合を含む。

(3)その他の従業者

児童発達支援

児童発達支援センター以外で、重症心身障害児以外を支援する場
合の本加算区分二(1)又は(2)を算定する場合は、基準となる従業
者の員数と加配職員の総数のうち、児童指導員等又は保育士を２
名以上（常勤換算）配置の場合に限る。

〇主に未就学児を支援する事業所のみ対象
〇本加算区分イ又はロを算定の場合は、基準となる従業者の員数

と加配職員の総数のうち、児童指導員等又は保育士を２名以上
（常勤換算）配置の場合に限る

〇個別支援計画未作成減算を算定している場合は加算勘可

放課後等
デイサービス

障害児（重症心身障害児を除く）を支援する場合の本加算区分の
イ(1)又は(2)を算定する場合は、基準となる従業者の員数と加配
職員の総数のうち、児童指導員等又は保育士を２名以上（常勤換
算）配置の場合に限る。

〇౸業の終വ後の報酬区分１の１及び報酬区分１の２、೬業日の
区分１を算定する事業所のみ対象

〇本加算区分イ又はロを算定の場合は、基準となる従業者の員数
と加配職員の総数のうち、児童指導員等又は保育士を２名以上
（常勤換算）配置の場合に限る

〇個別支援計画未作成減算を算定している場合は加算勘可

○ ৶学探法士、作業探法士、匟指聴覚士、心৶指導担当職員、看護職員又は視覚障害者の生活訓練技挘者養成研修修വ者を配置して、
機能訓練又は心৶指導（特別支援）に係る計画に基づき特別支援をষった場合に加算。
※児童指導員等加配加算で৶学探法士等を配置した場合は、算定勘可。
※主として難聴児や重症心身障害児を通わせる施設等は、人員基準で配置することとされている機能訓練担当職員等と職種が重複する場合は、算定勘可。

特別支援加算の対象職種を追加（児童発達支援・放課後等デイサービス）
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○ 専門性の高い支援を推進するため、看護職員を追加し、単位数
を引上げ。

○ 家族等への支援を強化するため、家庭連携加算の対象サービス
に保育所等訪問支援を追加。

○ 家族等への支援を強化するため、加算の要件を緩和。

（児童発達支援、挨探型児童発達支援、放課後等デイサービス）
事業所内相談支援加算の算定内容のৄ卟し

障害児通所支援②

○ 障害児が通う保育所や学校等との連携を強化するため、保育所
等と連携して個別支援計画の作成等をষった場合の評価を拡
充。

（児童発達支援、挨探型児童発達支援、放課後等デイサービス）
関係機関連携加算（Ⅰ）の算定回数のৄ卟し

（算定回数） ফ１回を限২ → 月１回を限২
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※ 居挭訪問型児童発達支援において、類๚の加算として児童発達支援や
放課後等デイサービスへの移ষを評価する「通所施設移ষ支援加算」
を創設。

現ষ ৄ直し後

支援時間中は算定勘可
支援時間中でも算定可能

※ ただし、相談支援をষう職員以外で
支援の単位ごとに必要な人員基準を
満たす必要がある。

（保育所等訪問支援）家庭連携加算の対象サービス追加○ 退所して保育所や放課後児童ॡラブへの移ষを評価。

（児童発達支援、挨探型児童発達支援、放課後等デイサービス）
保育・卝育等移ষ支援加算の創設

保育・卝育等への移ষ支援をষったことにより、事業所を退所して保
育所等に通うことになった障害児に対して、退所後30日以内に居挭等
を訪問して相談援助をষった場合、訪問日に算定（１回を限২）

障害児の居挭を訪問し、障害児及びその家族等に対する相談援助等の
支援をষった場合に加算。（月２回を限২）

※ 従来の児童発達支援、挨探型児童発達支援、放課後等デイサービスに
おける加算

現ষ ৄ直し後

375単位／日 679単位／日
※ 看護職員を算定対象に追加

○ 児童発達支援管৶責任者が、初回又は初回のരする月に保育所
等の訪問先との事前調整やアセスメントへの同ষを評価。

新設 初回加算 200単位／月（１回を限২）

（保育所等訪問支援、居挭訪問型児童発達支援）
訪問支援員特別加算の対象職種の追加

（保育所等訪問支援）初回加算の創設
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○ 福祉型障害児入所施設について、障害者支援施設の基準を満たす「みなし規定」が2021ফ3月31日までとなったため、グループホー
ムや障害者支援施設等への移ষ支援を推進するため、地域移ষ加算の算定要件をৄ直す。

○ また、障害者支援施設等と同じく、退所前の算定回数を拡充する。（挨探型障害児入所施設も改正）

グループホームや障害者支援施設等への移ষ支援の推進（地域移ষ加算のৄ卟し）
（福祉型障害児入所施設）

現ষ ৄ直し後

入所中１回、退所後１回
500単位／回

入所中２回、退所後１回
500単位／回

障害児入所支援

○ 被虐待児の増加や養育困難な保護者への育児支援などの質の
高い支援をষう観点から、保育士又は児童指導員を人員基準以
上に手厚く配置している施設を評価する加算を創設。

（挨探型障害児入所施設）
保育職員加配加算の創設

創設 保育職員加配加算 20単位／日
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○ より高২で専門的な心৶指導が提供されるよう、心৶担当職員
配置加算について、公認心৶師の資格者の場合にಌに評価。

（障害児入所施設）
心৶担当職員配置加算に勗認心৶పの配置をಌに評価

公認心৶師を配置する場合 単位数＋10単位／日

現ষ ৄ直し後

障害児が退所後に他の社会福祉施設等に
入所する場合は算定勘可。

2021ফ3月31日までの間は、他の社会福祉施設等に
入所する場合でも算定可。

※ 挨探型障害児入所施設については、そのほかに有期有目的の支援を
ষう場合の報酬単価区分のৄ直し、ಌなる評価を実施。

※ 強২ষ動障害児特別支援加算を算定する場合、算定勘可。
※ 挨探型障害児入所施設のうち、主に重症心身障害児を支援する施設は

算定勘可。
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○ 精神障がい者へのより高২で専門的な支援をষうため、以下の
加算の有資格者の対象職種に「公認心৶師」を追加

福祉専門職員の対象職種のৄ卟し

その他の障害福祉サービス等報酬改定 等

○ 平成27ফ報酬改定において、強২ষ動障害支援者養成研修受
講者の配置要件のかわりに研修受講計画の作成で足りるものと
する加算の経過措置について、研修受講状況を踏まえ、経過措
置期限を平成30ফ３月31日から平成31ফ3月31日にభশする。

（施設入所支援、共同生活援助、福祉型障害児入所施設）
強২ষ動障害支援者養成研修受講者による支援計画に
基づく支援をষう加算の経過措置のభশ

○ 施設等の設置者である自匮体から拙助সや指定管৶厄等の公費
が別途投入されていること等に鑑み、引き続き維持する。

公立減算の取扱い公立減算の取扱い公立減算の取扱い公立減算の取扱い
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○ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）は、要件の一部を満
たさない事業者に対し、減算された単位数での加算の取得を認め
る区分であることや、当該区分の取得厾や報酬体系のල素化の観
点を踏まえ、一定の経過措置期間を設けたうえで廃止する。

福祉・介護職員叀๴改ఒ加算のৄ卟し

【経過措置期間】別に厚生労働大臣が定める日までの間 ※今後決定

【対象サービス】
① 施設入所支援・・・重২障害者支援加算（Ⅱ）
② 共同生活援助・・・重২障害者支援加算
③ 福祉型障害児入所施設・・・強২ষ動障害児特別支援加算

※ ①、③は、平成27ফ報酬改定前に従来の加算を算定していた場合のみ経過措置
○ 重২障害者等包括支援のサービス提供者数が全国的に少ないこ

とから、要件の緩和及び報酬・加算のৄ直しをষう。

（重২障害者等ෆฐ支援）要件のৄ卟し

【ৄ直し内容】
○ 基本報酬・加算のৄ直し
○ サービス提供責任者の要件の緩和
○ 重২障害者等包括支援サービス匏用計画の作成に係るৄ直し

※ 詳細は、平成30ফ3月30日付け厚生労働匚事務連絡「平成30ফ４月以ఋの重২
障害者等包括支援の取扱いについて」を参照。

【対象となる加算】
① 福祉専門職員等連携加算（居挭介護）
② 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）（Ⅱ）（日中活動系、入所系サービス）

※ ②について、就労移ষ支援のみ、作業探法士を配置する就労移ষ
支援事業所の一般就労への移ষ実績や職場定着実績が高いことから
「作業探法士」も追加

○ 匏用者の適卲なサービス選උに資することから、サービスの質
の向上のため任意に受審する福祉サービス第三者評価について、
「実施の有叄」、「実施した直卐のফ月日」、「実施した評価
機関の名称」、「評価結果の開示状況」を重要事項説明書に記
載し、説明するものとし、指定基準の解釈通知に追加。

重要事項説明書へ第三者評価の実施状況の記載義務化

○ サービス提供により事故発生した場合の対応として、自動体外
式除細動器（ＡＥＤ）の設置や、救命講習等の受講が望ましい旨
を、指定基準の解釈通知に追加。

ＡＥＤのＡＥＤのＡＥＤのＡＥＤの設置や、救命講習等の受講勧奨設置や、救命講習等の受講勧奨設置や、救命講習等の受講勧奨設置や、救命講習等の受講勧奨

なお、消費税引上げのタイミングで、さらに上位の区分の創設を検討中。
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次期報酬改定に向けての検討課題 ①
①①①① サービスの質を踏まえた報酬単位のサービスの質を踏まえた報酬単位のサービスの質を踏まえた報酬単位のサービスの質を踏まえた報酬単位の設定設定設定設定

障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）が施行から11年経過し、障害福祉サービス等の利用者や、サービス提供事業者数が大幅に増加
する中、検討チームでは、「現行の報酬については、サービス提供側の体制という形式的な要件で決まっている中で、それが本当にいい支援
かどうかは別物である。そうした中で、非常に難しいことであるが、科学的なエビデンスに基づいた支援の質を考えなければならない」との意見
があった。次期報酬改定においては、サービスの質に関する調査研究を行うなど、サービスの質を報酬体系に反映させる手法等を検討する。

②②②② 客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬設定設定設定設定
事業者の経営状況、提供しているサービスの質や量、利用者のサービス利用実態や収入・支出の状況、サービス利用者が近年急増している

原因といった報酬改定の基礎となる諸情報について、客観性・透明性の高い手法により把握するための所要の措置を講じた上で、きめ細かい
報酬改定を適切に行うための検討を行う。

③③③③ 食事提供体制加算について食事提供体制加算について食事提供体制加算について食事提供体制加算について
食事提供体制加算については、食事の提供に関する実態等の調査・研究を十分に行った上で、引き続き、そのあり方を検討する。

（経過措置期間：平成30年3月31までの間 ⇒ 別に厚生労働大臣が定める日までの間 ※今後決定）

④④④④ 就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算
就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスについては、送迎対象者の実態を把握した上で、送迎加算のあり方を検討する。

⑤⑤⑤⑤ 身体拘束等の適正化について身体拘束等の適正化について身体拘束等の適正化について身体拘束等の適正化について
今般、身体拘束等の記録を行っていない場合の減算を設けることとするが、「身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、

指針の整備、職員等に対する研修の定期的な実施」についても努めるものとし、その上で、更なる見直しについては今後検討する。
（参考：平成30年介護報酬改定）

⑥⑥⑥⑥ 居宅介護について居宅介護について居宅介護について居宅介護について
居宅介護の利用実態等を把握しつつ、身体介護と家事援助の報酬や人員基準について検討する。
訪問系サービスの質の向上のため、次期障害福祉サービス等報酬改定に向け、以下の者は、要件の廃止も含めて検討を予定。

・ 障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者
・ 旧身体障害者居宅介護等事業、旧知的障害者居宅介護等事業及び旧児童居宅介護等事業の従事経験者
・ 旧視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修了者、旧全身性障害者外出介護従業者養成研修課程修了者及び旧知的障害者
外出介護従業者養成研修課程修了者

平成30年2月5日第17回検討チーム資料から抜粋
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次期報酬改定に向けての検討課題 ②
⑦⑦⑦⑦ 重度障害者等包括支援の対象者の要件について重度障害者等包括支援の対象者の要件について重度障害者等包括支援の対象者の要件について重度障害者等包括支援の対象者の要件について

重度障害者等包括支援の対象者の要件について、その利用実態を把握した上で、対応を検討する。

⑧⑧⑧⑧ 就労移行支援利用後の一般就労について就労移行支援利用後の一般就労について就労移行支援利用後の一般就労について就労移行支援利用後の一般就労について
一般就労の範囲については、今後、就労移行支援の利用を経て一般就労した際の雇用形態や労働時間数についての実態を把握した上

で、対応を検討する。

⑨⑨⑨⑨ 就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について
就労継続支援Ａ型については、重度の障害者との雇用契約締結当初に最低賃金減額特例を適用している事業所もあるが、こうした事業所

について、今後、最低賃金減額特例の適用者数、適用期間、最低賃金の減額割合などの実態を把握した上で、対応を検討する。

⑩⑩⑩⑩ 就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応
就労移行支援の基本報酬については、就職後６か月以上定着したことをもって実績として評価することとしているが、今後、就労移行支援

の具体的な支援内容と、一般就労への移行や就労定着実績との関係性等の実態を把握した上で、支援内容の評価のあり方について検討
する。

⑪⑪⑪⑪ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取り扱い共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取り扱い共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取り扱い共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取り扱いについてについてについてについて
平成30年3月31日までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度の障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについ

ては、新たな類型である日中サービス支援型の施行状況等を踏まえた上で、引き続きそのあり方を検討する。

⑫⑫⑫⑫ 計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について
計画相談支援については、モニタリングの実施標準期間の見直しに伴う効果や影響を検証し、更なる見直しについて引き続き検討する。

⑬⑬⑬⑬ 医療的ケア児者について医療的ケア児者について医療的ケア児者について医療的ケア児者について
医療的ケア児者に対する支援を直接的に評価するために、医療的ケア児者の厳密な定義（判定基準）について、調査研究を行った上で、

評価のあり方について引き続き検討する。

平成30年2月5日第17回検討チーム資料から抜粋

◎ これまで、報酬改定のফ২のみ開ಈしていた障害福祉サービス等報酬改定検討ॳームを今ফ২も開ಈ
【平成30 ফ】第１回 ８月29日 上記検討課題に対する検証調査について議厱

第２回 10 月頃 障害福祉サービス等従事者の処遇改善について議厱
・ 新しい経済政策パッケージ（平成29 ফ12 月８日閣議決定）に基づいた、新たな処遇改善 等

第３回 11 月頃 2019ফ10月の消費税引上げをৄྚえた報酬改定を検討 75



○ 従来、指定障害福祉サービスにおける多機能型に関する特捁として、指定基準匚ഥ（Ｈ18.9.29厚生
労働匚ഥ第171号）第215条に関する解釈通知（Ｈ18.12.6障発第1206001号）第十౽の１（３）その
他の೏意事項により、多機能型事業所における各サービスごとに配置される従業者間の兼務はできない
こととなっている。（管৶者・サービス管৶責任者を除く）

○ この規定の『兼務』の解釈については、今後、「同時ధষ的な兼務」として取り扱うこととする。
※ 時間を区卲れय、多機能型事業所内の複数サービスの職種との兼務が可能で、その従事時間は常勤

換算に含まれる。ただし、常勤職員としてカウントはできない。
（解釈通知（Ｈ18.12.6障発第1206001号）第二の２の（３）の規定により、「非常勤専従」となる。）

○ なお、① 指定障害児通所支援と② 指定障害福祉サービスの多機能型事業所について、①と②を兼務
する従業者は、上記と同様の取扱いとなる。（「非常勤専従」）

多機能型事業所の特例による従業員の配置について

（参 考）
「平成29ফの地方からの提案等に関する対応方拏」（Ｈ29.12.26閣議決定）を受け、指定障害児通所支援のみの
多機能型事業所は、指定基準匚ഥ（Ｈ24.2.3厚生労働匚ഥ第15号）第80条に関する解釈通知（Ｈ24.3.30障発
0330第5号）第捺の１（１）従業員の員数の特捁に記載している「従業者間での兼務」の解釈として、各サービス
の合同実施による（同時ధষ的な）兼務が可能であると示されている。（Ｈ30.3.14開ಈの主管課শ会議 資厄）

このことから、多機能型事業所内における指定障害児通所支援の複数サービスの職種と兼務することは、同時ధষ
的な兼務として拖い。

（この場合、報酬区分の定員規模別単価の取扱いは、指定障害児通所支援事業所の合計匏用定員により算定する）
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